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1. はじめに 

本市では、令和 3年度から令和 7年度までの 5 年間を期間とする第 2期橿原市教育大綱を策

定しており、橿原市の教育目標を達成するための基本方針を定めています。そして、この方針に基

づいてアクションプランを作成し、目標の達成に向けた取組みを進めています。 

教育大綱は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 1 条の3 第 1 項の定めにより、

「教育基本法第 17 条第 1 項に規定する基本的な方針を参酌し、その地方の実情に応じ、当該地

方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な大綱を定めるもの」として市長が策定し

たものであり、アクションプランは、第 2 期橿原市教育大綱に記載の事項についての到達目標や達

成状況などを明示したものです。 

令和３年度までは、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条の規定により、教育委

員会において、教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行

ってきましたが、第 2 期橿原市教育大綱及びアクションプランの策定を機に、令和４年度からは「橿

原市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例」の規定により市長が管理及び執行をする

教育に関する事務についても評価をすることといたしました。 

本報告書は、市長及び教育委員会が、それぞれの権限に属する教育に関する事務について令和

５年度を振り返り、各事業計画の取組み状況と成果、課題や今後の対応について点検及び評価を行

い、総合教育会議における協議及び事務の調整を経て共同で報告するものです。  
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2. 評価の対象・方法 

 教育大綱の体系 

 

 アクションプランの各事業計画と権限 

ペー

ジ 

項

目 

方

針 

取

組 

計画 

No 
事業計画 R5担当課 権限 

点検・評価 

（学識経験者

ヒアリング） 

総合教育

会議 

1１ Ⅰ 1 1 0010 特別な支援を要する児童や～ こども未来課 
保育：市長 

幼稚園：教育委員会 
〇 〇 

13 Ⅰ 1 1 0020 特別支援補助の～ こども未来課 
保育：市長 

幼稚園：教育委員会 
〇 〇 

15 Ⅰ 1 1 0030 ３歳児保育や預かり保育の～ こども未来課 
保育：市長 

幼稚園：教育委員会 
〇 〇 

17 Ⅰ 1 2 0040 保育所・幼稚園児の～ こども未来課 
保育：市長 

幼稚園：教育委員会 
〇 〇 

19 Ⅰ 1 3 0050 保護者や地域住民、関係機関に～ 
教育総務課 

こども政策課 
教育委員会 〇 〇 

21 Ⅰ 2 1 0060 
全国学力・学習状況調査を自校で

～ 
学校教育課 教育委員会 〇 〇 

２3 Ⅰ 2 2 0070 他国の言語を母国語とする～ 学校教育課 教育委員会 〇 〇 
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ペー

ジ 

項

目 

方

針 

取

組 

計画 

No 
事業計画 R5担当課 権限 

点検・評価 

（学識経験者

ヒアリング） 

総合教育

会議 

２5 Ⅰ 2 3 0080 
全国体力・運動習慣調査の結果を

基に、～ 
学校教育課 教育委員会 〇 〇 

27 Ⅰ 2 4 0090 一人1台の端末～ 学校教育課 教育委員会 〇 〇 

29 Ⅰ 2 4 0100 毎日の授業において～ 学校教育課 教育委員会 〇 〇 

31 Ⅰ 2 5 0110 木に触れたり、森林で～ 学校教育課 教育委員会 〇 〇 

33 Ⅰ 2 6 0120 子ども一人ひとりに応じた～ 学校教育課 教育委員会 〇 〇 

35 Ⅰ 2 7 0130 いじめ・不登校対策指導員、～ 学校教育課 教育委員会 〇 〇 

37 Ⅰ 2 8 0140 「学校施設整備基本計画」及び～ 教育総務課 教育委員会 〇 〇 

38 Ⅰ 2 8 0150 
地域住民や保護者に対する説明会

～ 
教育総務課 教育委員会 〇 〇 

41 Ⅰ 2 8 0160 地域や学校からの要望や～ 学校教育課 教育委員会 〇 〇 

43 Ⅰ 2 8 0170 新入学児童に対しては～ 学校教育課 教育委員会 〇 〇 

45 Ⅰ 2 8 0175 就労等により保護者が放課後や～ 人権・地域教育課 市長 - 〇 

47 Ⅰ 2 9 0180 地場産物の活用を促進し、郷土～ 教育総務課 教育委員会 〇 〇 

49 Ⅰ 3 1 0190 就学前においては、～ こども発達支援課 
教育委員会 

（一部、市長） 
〇 〇 

51 Ⅰ 3 1 0200 保育所（園）、幼稚園、～ こども発達支援課 
教育委員会 

（一部、市長） 
〇 〇 

53 Ⅰ 3 1 0210 教職員や保護者等に対し、～ こども発達支援課 
教育委員会 

（一部、市長） 
〇 〇 

55 Ⅰ 3 2 0220 子どもの成長過程により、～ こども発達支援課 
教育委員会 

（一部、市長） 
〇 〇 

57 Ⅰ 4 1 0230 より丁寧な人権教育の推進を～ 人権・地域教育課 教育委員会 〇 〇 

59 Ⅰ 4 1 0240 学校・園の教職員に対し、～ 人権・地域教育課 教育委員会 〇 〇 

61 Ⅰ 4 2 0250 
社会教育関係団体人権教育リーダ

ー研修会を～ 
人権・地域教育課 教育委員会 〇 〇 

63 Ⅰ 4 2 0260 橿原市人権教育研究会や～ 人権・地域教育課 教育委員会 〇 〇 

65 Ⅱ 1 1 0270 青少年の非行などを未然に～ 人権・地域教育課 教育委員会 〇 〇 

67 Ⅱ 1 1 0280 青少年とその保護者が抱える～ 人権・地域教育課 教育委員会 〇 〇 
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ペー

ジ 

項

目 

方

針 

取

組 

計画 

No 
事業計画 R5担当課 権限 

点検・評価 

（学識経験者

ヒアリング） 

総合教育

会議 

69 Ⅱ 1 1 0290 地域社会における青少年の～ 生涯学習課 教育委員会 〇 〇 

71 Ⅱ 1 2 0300 
中央公民館、地区公民館等におい

て～ 
生涯学習課 教育委員会 〇 〇 

73 Ⅱ 1 2 0310 高齢者向けには教養、～ 中央公民館 教育委員会 〇 〇 

75 Ⅱ 1 2 0320 公民館を拠点に活動する～ 中央公民館 教育委員会 〇 〇 

77 Ⅱ 1 3 0330 地域住民による学校・園の～ 人権・地域教育課 教育委員会 〇 〇 

79 Ⅱ 1 3 0340 家庭教育に関する～ 生涯学習課 教育委員会 〇 〇 

81 Ⅱ 1 3 0350 社会教育委員による積極的な～ 生涯学習課 教育委員会 〇 〇 

83 Ⅱ 1 3 0355 
年齢、性別、障がい等の有無を問

わず、～ 
スポーツ推進課 市長 - 〇 

85 Ⅱ 2 1 0360 万葉ホールは文化芸術活動を～ 生涯学習課 教育委員会 〇 〇 

87 Ⅱ 2 2 0370 万葉ホールにおいて、～ 生涯学習課 教育委員会 〇 〇 

89 Ⅱ 2 3 0380 科学の原理を楽しく体験～ 生涯学習課 教育委員会 〇 〇 

91 Ⅱ 2 4 0390 市内転入者への～ 
生涯学習課（図書

館） 
教育委員会 〇 〇 

93 Ⅱ 2 5 0400 奈良県唯一の自然史系～ 昆虫館 市長 - 〇 

95 Ⅱ 3 1 0410 
歴史に憩う橿原市博物館において

～ 
文化財保存活用課 市長 - 〇 

97 Ⅱ 3 2 0420 市民が等しく学び、～ 文化財保存活用課 市長 - 〇 

99 Ⅱ 3 2 0430 
市内には藤原京跡をはじめとする

～ 
文化財保存活用課 市長 - 〇 

101 Ⅱ 3 2 0440 建造物や美術工芸品、～ 文化財保存活用課 市長 - 〇 

103 Ⅱ 4 1 0450 今井町の伝統的な町並み～ 
今井町並保存整備

事務所 
市長 - 〇 

105 Ⅱ 4 1 0460 次世代を担う児童生徒に対して～ 
今井町並保存整備

事務所 
市長 - 〇 

107 Ⅱ 4 1 0470 市のホームページ等により～ 
今井町並保存整備

事務所 
市長 - 〇 
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 評価の流れ 

 アクションプランの評価については、橿原市及び橿原市教育委員会のそれぞれの担当部署が「評価シート」によ

り、事業計画の目標に対する実績、取組状況、課題、課題への対応方針を記載し、外部評価として、教育委員会の

権限に属する事務は、「教育に関する事務の点検・評価」として学識経験者のヒアリングを実施しました。また、市

長及び教育委員会の権限に属する事務とも総合教育会議で意見を伺うことで、双方の評価を連動して進めまし

た。 

 

＜「教育に関する事務の点検・評価」における学識経験者のヒアリング日程＞ 

 対象：教育委員会の権限に属する事務 

 日程：令和６年 7月 16日 

 学識経験者： 

奈良教育大学 名誉教授  重松 敬一 氏 

天 理 大 学 副 学 長  岡田 龍樹 氏 

 

＜総合教育会議＞ 

 対象：市長及び教育委員会の権限に属する事務 

 日程：令和６年 8月 21日 

 総合教育会議構成員： 

橿 原 市 長  亀田 忠彦 

橿 原 市 教 育 長  𠮷田 德弘（令和 6年 6月 30日任期満了） 

※令和 6年 10月 1日から就任 

橿原市教育長職務代理者  伊藤 歩 

橿 原 市 教 育 委 員  三橋 哲平 

橿 原 市 教 育 委 員  竹内 晶子 

橿 原 市 教 育 委 員  吉岡 伸能 
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3. 評価のとりまとめ 

 総合評価 

目標値に対する実績値、取組み状況、課題を総合的に判断し、「教育に関する事務の点検・評価」における学識経

験者のヒアリング及び総合教育会議の委員の意見を受けて、以下の基準で最終的に評価しました。 

 

＜総合評価の基準＞ 

A：目標を達成済み、またはほぼ達成している。取組みを継続して進めていく。 

B：目標達成に近い。現在の取組みで目標を達成することができる。 

C：目標達成まで遠い。目標を達成するためには取組みの大幅な改善が必要。 

D：目標達成が困難。目標に対する取組みの抜本的な見直しが必要。または取組み自体を行っていない（着手し

ていない）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合評価 令和５年度 令和４年度 令和３年度 

A １３ ８ 7 

B 29 ３２ 27 

C 7 ９ 8 

D 0 ０ 5 

合計 49 ４９ 47 

A

27%

B

59%

C

14%

D

0%

令和5年度評価
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 「教育に関する事務の点検・評価」における学識経験者と教育委員会の意見交換 

 学識経験者のヒアリングでの各評価シートにおける意見は、各シートに記載しています。全体に係る意見につい

ては下記のとおりです。 

○ 評価というものについて、教育という分野で指標をどう設定するかというのは困難であると思う。 

○ 「評価」というものは、改善を目指しているのであって、結果だけではない。 

○ 大きな教育の変化は「多様性」に関することである。 

○ コミュニティスクールについて、学校運営協議会をうまく利用していき、先生方にとっても運営協議会があ

ってよかったと思えるような仕組を設定する必要があると思う。そして、地域、学校、パートナーシップ、こ

れはお手伝いしてくださるボランティアだが、運営協議会の委員は経営者であるという認識をしっかりと

共有しておく必要があると思う。これらのことが最初の導入の際の肝になる部分であると感じている。 

○ １０年以上、この点検と評価の委員をしているが当初は、生涯教育についての「部」があり、社会教育・生涯

学習について充実していて、すごい市があると思ったが、今、橿原市は隘路（あいろ）にきているという感

覚をもっている。その当時から時代社会がどんどん変わっているのに社会教育がうまく対応して変われな

かったのではないかという危惧を持っている。社会教育の課題が何なのかということを一度議論して整

理する必要があると思う。 

 

 総合教育会議における全体的な意見内容 

 総合教育会議での各評価シートにおける意見は、各シートに記載しています。全体に係る意見については下記の

とおりです。 

学識経験者のヒアリングでもあったように、社会教育はもともと充実していたが、市民のニーズにうまく対応で

きていないのではと感じる。人員的なことも含め、非常に難しい状況だと認識しているが、社会教育を進めて

いく必要性を感じる。 
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4. 評価シートについて 

次ページより「評価シート」を掲載します。シートの見方は以下の通りです。 

 

 

 

  

【目標値】 

【実績値】 

各年度において

達成すべき目標

値と、取組の結

果得られた実績

値です。 

【サブタイトル】 

教育施策の基本方針と取組み内容です。教

育大綱の番号と連動しています。 

 

【目標】 

【評価指標】 

事業計画を推進

するために目指

すべき目標と、そ

の達成の目安と

なる指標です。 

【事業計画】 

教育大綱に則り、

目標に向けて具体

的にどのような事

業をするのかと

いう計画が記載さ

れています。 

【課題への 

対応方針】 

上記課題を解決

するための対応

の方針です。 

【課題】 

取組みを進める

中で、計画の遂行

において課題と

感じたことです。 

 

【取組み状況】 

目標達成に向け

た取組み内容で

す。 

左が昨年度、右

が今年度です。 

【評価】 

市長の権限に属

する事務は「市長

が評価」に○、教

育委員会の権限

に属する事務は

「教育委員会の

評価」に○が記

載されています。

（両方の場合もあ

ります） 

【担当課】 

この評価シートを作成した担当課です。 
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【総合教育会議 

委員のコメント】 

総合教育会議に

おいていただい

たご意見等を記

載します。 

【学識経験者の 

コメント】 

学識経験者のヒ

アリングにおい

ていただいたご

意見等を記載し

ます。 

【総合評価】 
実績値、取組み

状況、課題を総

合的に判断し、各

課において各事

業を A～Dの４

段階で評価しま

した。 

【総合評価判定

理由】 
各担当課が A～

Dと評価した理

由を記載してい

ます。 

【備考】 
その他特筆すべ

き事項について

記載しています。 

【評価指標①②】 
評価指標における目標値と 

達成値をグラフにしました。 



 

 

 

 

    

取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

01 就学前の保育・教育の充実

01 就学前の保育・教育の質の向上

特別な支援を要する児童や様々な家庭環境の中に置かれている児童など、個々の状況に合
わせて対応するためのスキルや、児童がスムーズに小学校に入学できるための教育を行う
スキルなどを教員が習得する機会として年間３回以上の研修を実施し、個々の資質を高め
ます。また、公開保育を行い、各園の教員・保育者が互いに学び合うことでスキルを平準
化し、全体的な資質向上を図ります。

教員が専門的なスキルを習得し、平準化することで個々の児童の能力を引き出す
とともに、児童の特性に合わせた機関に繋ぐ手立てを知ることでスムーズな小学
校への入学に結び付けます。また、開かれた園を目指すことで、児童及び保護者
の安心に繋げます。

研修受講者の理解度（アンケート）

100% 100% 100% 100% 100%

90% 92％ 90%

こども未来課　

〇 〇

・３園の公開保育（耳成西幼稚園、第４こど
も園、耳成南幼稚園）、幼保小の接続に関す
る研修、こども未来課主催職員研修など参加
型の研修を開催したところ、他園の保育士と
意見交換を行い、自らの保育を見直す機会や
職員の資質向上になった。
・職員研修では、不適切な保育に関する認識
を共有し、改めて自らの保育を見直すことで
保育の質の向上につながった。
・研修後のアンケートの実施では、意見・学
びになったことを文章化することにより、保
育士の思いがよりわかりやすくなった。

・研修に参加しやすい環境づくりのため、
オンライン研修を実施したが、各園の研修
参加の状況を把握することができなかった
。
・職員研修は、多くの職員が参加できる時
間帯で開催したため、研修実施時間が業務
時間外となっている。

・奈良県の研修履歴アプリを利用して研修
講座に参加し、研修参加状況の把握を行う
。
・業務時間内に多くの職員が研修に参加で
きるように、ハイブリット型の研修の検討
も行う。
・アンケート調査は今後も継続していく。

0010

令和4年度 令和5年度
・研修の形を対面式、オンライン方式やハ
イブリット方式と多様化して研修機会を増
やすことにより職員の資質向上に繋がった
。
・公開保育3園、幼児教育研修、職員研修
などを開催
・公開保育では、私立園からの参加も募り
,公私の相互理解に役立てた。
・アンケート（振り返り）は、意見・学び
になったことを文章化した。
・園に巡回することで、フォローアップを
行った。

・アンケートの結果、保育に対して不安に
感じている職員もいて、一人当たりの研修
の機会をもっと拡充していく必要があるこ
とが分かった。そのため、研修全体の内容
や参加率を検証して、自己の資質を高める
ためにどう取り組んでいくか更に検討・工
夫する必要性を感じた。

・各園の研修参加状況の把握に努め、参加
しやすい体制をつくっていきたい。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・研修参加の状況把握について工夫が必要
であるが、オンライン研修により研修に参
加できる機会が増えたため。

B

・オンデマンドを利用した振り返りなどIC
Tを利用したアンケートの構築をお願いし
ます。
・参加実態を知るために、アクセスしてい
る人の確認をおこなうとよい。
・パターンストックをしておく。
・リモートでもグループワーキングできる
ようにしていくとよい。

令和4年度 令和5年度

B

・研修後に実施したアンケートでは、昨年
度より理解度が高まり、研修方式・アンケ
ート方法の改善成果が見られたため。

・保育に不安を感じている職員に対し、現
在行っている不安を共有し不安材料を取り
除くような取り組みを続けてください。
・職員同士が職場を超えたところで情報交
換しながら意見を交換するという取り組み
が、研修の効果があるので取り入れてくだ
さい。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

01 就学前の保育・教育の充実

01 就学前の保育・教育の質の向上

特別支援補助の人的加配を行います。こども発達支援課と連携し、専門職員の定期的な訪
問やオンライン支援により特別な支援を要するかどうかを観察し、必要に応じて個別相談
を行うことで児童の特性を正確に把握します。そして、その特性に合わせた教育方法を専
門職員が教員・保育者に指導、助言することで適切な教育を行います。

特別な支援を要する児童に対する支援計画の作成等の助言、指導を支援状況に合
わせて段階的に行い、児童の自立に繋げます。

特別な支援を要する児童１人あたりの巡回等の直接的な指導による支援回数

2回 2回 2回 3回 3回

2回 2回 2回 ー ー

こども未来課　

〇 〇

特別な支援を要する「1園あたり」の巡回等の直接的な指導による支援回数

ー 2回 2回 2回 2回

ー 2回 2回

・巡回実施については、計画通りに実施する
ことができた。
・支援の必要な園児の対応の仕方について、
寄り添った支援を一緒に考えていく対話型の
カンファレンスを大切にしていくことで、実
際の支援を行う際のかかわり方の改善につな
がった。
・園の事務負担を軽減するため巡回資料の様
式の見直しを行い、巡回資料に記載する内容
の削減で事務負担軽減や業務効率化につなが
った。
・活動時の写真等を利用して園内での研修や
振り返りを行っている。

・カンファレンスの方法の改善により、管
理職へのアンケート結果は向上したが、依
然として支援者の質の向上へはつながりに
くい状況である。

・支援者の質の向上に向けて、より詳細な
意見を収集し業務へと反映させるため、支
援者へのアンケートの実施を行い、巡回訪
問を実施する。

0020

令和4年度 令和5年度
・巡回訪問は、予定どおり年間に2回（各
園訪問）実施し、カンファレンスを行い特
別支援教育のスキルをみにつけていった。
・子どもと対面して、日々の姿を観察する
事を大切に行い、今年度はオンラインでの
会議は実施しなかった。
・日々の保育や記述としての記録に追われ
、支援のしかた、事例の動画のストックな
ど、教材として残していく活動ができなか
った。

・画一的なカンファレンスの方法や内容で
は、支援者の質の向上につながりにくい。

・特別支援教育の理解を深め、一人ひとり
の子どもを理解しながら支援にあたること
ができるように、現場の悩みを出しやすく
する工夫や研修の機会を増やす。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・対話型のカンファレンスにより、支援者
の思いにより沿った巡回訪問になってきて
いるため。

B

・障がいを有するお子さんや支援を必要と
するお子さんが多くなってきている。多様
化した対応が求められているので、一人一
人に配慮できる取り組みを進めてほしい。

令和4年度 令和5年度

B

昨年に引き続き、巡回訪問の実施は計画的
に進めている。専門チームとして指導主事
も毎回同行し、カンファレンスに参加して
いる。

・DVD等も利用し、事例を蓄積し、閲覧で
きる仕組みを作ることで取り組みを再利用
できるように構築していく。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

評価指標①について、
『特別な支援を要する「児童１人あたり」の巡
回等の直接的な指導による支援回数』
を
評価指標②『特別な支援を要する「1園あたり」
の巡回等の直接的な指導による支援回数』
に修正。
（1回の園訪問ですべての児童への対応ではなく
、目標回数の中で丁寧にカンファレンスする中
で保育者の資質を高め児童の支援に繋げるため
）
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

01 就学前の保育・教育の充実

01 就学前の保育・教育の質の向上

３歳児保育や預かり保育の拡充（週４日から週５日への拡充や長期休業中の実施等）、注
文弁当の実施等、現代の家庭環境に合わせて保護者負担の軽減に努め、幼稚園に通いやす
い環境の整備を行います。

様々な家庭環境の園児が入園できるよう、就学前教育の選択肢であり続けます。

通いやすさに関する保護者の満足度（アンケート）

80％以上 100％ 100％ 100％ 100％

88％ 100％ 93％

こども未来課　

〇 〇

・３園において預かり保育の保育時間を延
長したこともあり、就労する家庭の増加と
ともに預かり保育の利用数が増加した。
・注文弁当を取り入れ保護者の負担軽減を
行った。
・コロナが５類に移行に伴い、園庭開放や
未就園登園日等を従来よりも多く設定する
ことができ、地域の子育て支援に対し貢献
することができた。

・預かり保育の増加に対し職員で協力し対
応しているが、現状の人員での対応には限
界がある。
・注文弁当の内容に対して、大分改善した
という声もあるが、改善を求める意見もあ
る。
・特別支援保育士や看護師の確保ができて
いない中、退職者もあり、早急な人材確保
が必要である。

・預かり保育担当職員や、特別支援保育士
、看護師などの人材確保を継続して行う。
・注文弁当については、園児や保護者の意
見を踏まえ、内容の見直しなどを適宜実施
する。

0030

令和4年度 令和5年度
・市民のニーズにこたえるため令和3年度
から3歳児保育を開始したが、周知された
ことにより、3歳児の入園希望者が増えて
いる。
・働きやすい職場づくりのため、管理職を
対象にコーチングの研修会を行い、職員一
人一人の力を引き出せるようにした。

・より良い保育環境のため、橿原市保育所
・幼稚園適正配置実施計画が作成され、地
域住民の説明会を行っているが、地域住民
の理解を得ることが難しい。
・昨年度に引き続き、長期休業中の預かり
保育では利用人数に制限や優先条件を設け
ている。人材不足のためすべての家庭を受
け入れられない。

・引き続き地域住民への説明会を行う予定
である。園の再編に向けて次年度の園児募
集の内容を見直し、案内を丁寧に行う。
・多様な働き方を提案するなど、人材確保
に努める。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・コロナ5類以降、預かり保育利用の増加
や子育て支援活動の実施も増えてきている
ため。
・人材確保のため、工夫が必要である。

B

・保護者の満足度アンケートも前年度と比
較できる内容にする。
・保護者意識は多様化し要望が増えていく
状況の把握を続けていただきたい。

令和4年度 令和5年度

B

取り組みの成果により、真菅北幼稚園で定
員を超えた3歳児の入園希望者があった。

園に通園している家庭は満足しているが、
園に通っていない家庭に対してアプローチ
するなどのシステムを充実させることで、
再編の問題を含めて課題解決につなげる。

・３歳児保育のニーズが高いため、拡充を
検討してもらいたい。
・注文弁当の内容について保護者からマイ
ナス評価を聞くことが多い。費用の兼ね合
いもあると思うが、より良いものを食べさ
せてあげられるように工夫をしてもらいた
い。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

01 就学前の保育・教育の充実

02 幼保小の連携

保育所・幼稚園児の小学校訪問や、小学生の保育所・幼稚園訪問など、小学校の児童との
体験交流活動を実施することで、小学校生活を事前に体験する機会を設けます。

小学校への入学直後に生じやすい不安や違和感を軽減し、保育所・幼稚園から小
学校への滑らかな接続を目指します。

１所・園あたりの体験交流活動の実施回数

2回 3回 3回 3回 3回

2回 3回 5回

こども未来課　

〇 〇

・保育所、幼稚園、小学校の職員が交流活
動の実施計画を策定し、相互の連携が進ん
だ。
・奈良県の協議主題になっている幼保小の
接続に対し校園長会で合同研修会を開催し
た結果、市の体制づくりが進んだ。
・各小学校と園ごとに小学校低学年と園の
職員同士で合同研修を実施し、教育環境を
共有した。

・市の接続に関する体制づくりは、これま
では交流活動のみであるが、今後はカリキ
ュラム等を通しての研修につなげる必要が
ある。
・私立園と公立園の合同研修などの機会が
用意されておらず、私立園長に幼保小の接
続の理解を求める必要がある。

・幼保小の接続について研修会を実施し、
カリキュラム等を通しての研修につなげる
。
・私立園に理解を求めた上で、合同研修の
開催時に私立園に案内を行う。
・奈良県が開催する研修に参加する。

0040

令和4年度 令和5年度
・保育所・幼稚園・小学校の職員が、交流
の話し合いや計画の実施で、連携する機会
も増えたことにより、保育所・幼稚園の方
からも、積極的に小学校の教員に連絡を取
り情報共有するようになった。

・保育所・幼稚園・小学校の接続「かけ橋
プログラム」が提唱され、文部科学省、県
内での取り組みが進められている。市とし
て今後どのように進めていくかを具体的に
示していけるかが課題である。

・保育所・幼稚園・小学校の接続「かけ橋
プログラム」について、研修を積み検証し
ていきたい。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・幼保小の交流活動の実施回数が増えた。
・幼保小の接続に関する合同研修会を行う
ことで、相互の教育に関して理解が進んだ
。

B

・幼児教育では豊かな体験が大事であるた
め小学校教育の学びにどのように繋げてい
くかが課題である。子ども自身の経験の違
いが小学校のスタートに影響する。
・保護者も不安だと思うので、要望なども
システム化して整理をうまくおこなってほ
しい。
・実施回数が増えた中で評価がＢとなって
いる。今後どうすればＡ評価になるのか、
つながる質的な指標をつくりＡにつながる
取り組みが必要である。

令和4年度 令和5年度

B

少しずつ幼稚園・保育所・小学校の連携の
機会が増えている。

・保幼小連携は非常に大事なプログラムで
ある。内容を充実して、喜んで小学校、そ
れ以降の学びにつなげていく。
・探究的に考えられるように、幼児の段階
から興味・関心を育ててほしい。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

01 就学前の保育・教育の充実

03 望ましい施設環境整備

保護者や地域住民、関係機関に対する説明会を開催し、意思疎通を十分に図りながら、令和４
年度に橿原市保育所・幼稚園適正配置実施計画を策定します。策定後は、当該計画に基づき、
公立幼稚園を再編し、幼稚園型または幼保連携型の認定こども園を整備します。なお、幼保連
携型認定こども園を整備する際には、民間活力を活用するため、公私連携手法による再編整備
も検討します。さらに、今後、過小規模園となる公立幼稚園については、子どもたちの育ちに
極めて大切な集団規模の観点から、新園児の募集を停止し、休園措置を行います。

一貫して質の高い保育・教育を提供するため、公立幼稚園を再編し、認定こども
園の整備を進めます。

公立幼稚園の再編件数

― ― ― ― ―

ー ー ー

教育総務課　こども政策課

〇 〇

地域住民及び保護者への適正配置に関する説明会の開催件数

5件 10件 10件 10件 10件

3件 18件 25件

・「橿原市保育所・幼稚園適正配置実施計画」の具現
化に向け、施設の再編について理解が得られるよう、
特に真菅北幼稚園及び耳成西幼稚園を中心に、園区内
の保護者・自治会への説明を行い、公私連携幼保連携
型認定こども園の整備については、一定の理解を得ら
れた。また、令和５年夏にはその時点の園児を対象に
通園支援に対するニーズ調査を実施した。
・同認定こども園を整備・運営する公私連携法人を選
定するため、有識者や地元PTA代表からなる橿原市公
私連携法人指定審査委員会を立ち上げ、選定にかかる
諸条件や募集要項を作成し、応募のあった事業者の中
から公私連携法人候補者を厳正な審査により選定した
。
・過少規模園である香久山幼稚園及び畝傍南幼稚園の
保護者・自治会にも同計画に基づく方針を説明した。

・認定こども園の開園に伴う耳成西幼稚園の廃園に
ついて保護者から理解を十分に得られていない。
・当市では公私連携法人による運営は過去に例がな
く、今まで公立で行われた保育・教育や支援の必要
な園児の受入・対応等が継承されるか、また通園距
離が延びるなど保護者等には不安がある。
・施設整備をはじめとする各準備期間を考慮すると
、令和9年4月の開園までのスケジュールが緊密にな
っている。
・畝傍南幼稚園については、令和6年度の4歳児の入
園者がなかったことにより、実施計画の想定よりも
早く、他園との統合等必要な措置を進めていく必要
が生じている。

・新たな認定こども園や通園支援などの、
保護者に対する丁寧な説明を引き続き実施
し不安軽減を図るとともに、保護者の意見
・ニーズにも耳を傾け、対応可能なものか
ら逐次対応する。
・開園までのスケジュールが過密な点につ
いては、庁内の関係課や県庁など関係機関
と連携して情報交換を密に行い、手続等の
遺漏の無いように作業を進めていく。
・畝傍南幼稚園については、個別の再編計
画を地元・保護者の意見も踏まえながら策
定を行う。

0050

令和4年度 令和5年度
・地域や保護者に向けた説明会を開催し、情
報共有を図りながら、令和5年3月に「橿原市
保育所・幼稚園適正配置実施計画」を策定し
、今後の再編の方向性を示すことができた。
特に、真菅北幼稚園と耳成西幼稚園について
は、個別具体的な再編計画を示しており、公
私連携幼保連携型認定こども園として整備す
る道筋を立てることができた。
・公私連携法人で整備する認定こども園の定
員数の設定については、現在の園児数や近隣
の宅地開発の状況に加え、将来的な人口減少
や事業者が参入しやすい条件等も踏まえて１
３６人と設定した。

真菅北幼稚園と耳成西幼稚園の再編につい
ては、公私連携認定こども園の開園に向け
て、事業者募集の実施要項を作成する必要
がある。加えて、通園支援の実施に向けて
、具体的な対応を検討する必要がある。
また、耳成南幼稚園については、真菅北幼
稚園同様、建て替え時期が近づいているこ
とから、耳成幼稚園と耳成南幼稚園の統合
計画を策定する必要があると考える。

真菅北幼稚園と耳成西幼稚園の再編におけ
る事業者募集の実施要項については、現場
の保育士等の意見を踏まえて素案を作成し
、事業者審査委員会に諮る必要がある。ま
た、通園支援については、停車場所や発着
時間等の検討を行う。
耳成幼稚園と耳成南幼稚園の再編について
は、庁内で統合計画の素案を検討し、その
後、保護者や地域に対して丁寧な説明を行
っていく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

実施計画に基づき進めている内容について
、5年度中にしなければならない事項につ
いてはほぼ遂行できたが、一部保護者等か
ら理解を得られていない面があり、一方的
に事を進めたとならないように、十分に説
明を尽くす必要があるためB評価とした。

B

再編を行うことは、メリットがある方、メ
リットがない方がおられ、すべての方から
理解を得るのは難しい。
想定していたよりはスムーズに進んでいる
印象であるが、市民感情も考慮して評価B
でやむを得ない。

令和4年度 令和5年度

B

目標を達成するための土台となる適正配置
実施計画を策定できた点は評価できると考
える。
今後、真菅北・耳成西幼稚園の再編につい
ては、公私連携法人の募集・選定に向けた
取り組みが必要であるとともに、耳成・耳
成南幼稚園については、地域・保護者と情
報共有を図りながら、個別再編計画を立て
ていく必要があることから、Bと評価した
。

すべての方から満足度を得ることは難しい
。方向性は決して間違っていない。
実施計画と一部再編計画は策定できたが、
諸手を挙げて公立幼稚園を減らすことに市
民全員が賛成していない中、市民感情に配
慮して評価Bでやむを得ない。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

評価指標①については策定によりＲ９に１
件の目標値を設定したため、Ｒ４～Ｒ７の
設定は無しとする。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

01 確かな学力を培う

全国学力・学習状況調査を自校で採点することにより、各学校において敏速に自校の実態
や課題を把握することができるようにします。そして、校長のリーダーシップの下で、ど
のような学習方法が有効であるかを研鑽し、自律的・能動的な授業改善のサイクルを築き
ます。

実施体制の整った学校から順次開始することで波及効果を生じさせ、各学校が互
いに協力し、切磋琢磨することのできる自律的・能動的な授業改善の機運を高め
ます。

自律的・能動的な授業改善のサイクルに取り組む学校数

5校 8校 10校 21校 21校

5校 6校 11校

学校教育課　

〇

・小学校10校、中学校1校が自校採点に取
り組んだ。
・自校採点実施校は、誤答分析をすること
により、市内実施校との比較において、各
教科及び設問ごとの、自校の傾向を把握す
ることができている。
・調査結果を、早い時期から職員で共有し
、日々の授業改善に繋げている。

・小学校では10校が自校採点に取り組んだ
。参加校が増えることにより、市内におけ
る自校の課題がより明らかになる効果があ
った。
・中学校は1校が取り組み、市内比較はで
きないものの、自校の傾向を把握すること
ができる効果があった。
・全校実施に向け、クラスを抽出して採点
する、自校採点後の分析方法の共有等、よ
り効果的な方法の検討が必要となる。

・4月に自校採点実施へのより良い方法を
周知し、5月には自校採点後のデーター活
用方法を周知する。
・2学期に、分析結果に基づいた授業改善
への取り組みを、各校ごとにプレゼンする
機会を設ける。教育委員にも参加を依頼し
、多角的な観点から、各校の取り組みへの
フィードバックを行う。
・3学期には、各校のPDCAサイクルへの取
組の年間報告書提出を各校へ依頼し、次年
度の早期授業改善への取組に繋げる。

0060

令和4年度 令和5年度
・小学校6校が自校分析に取り組んだ。
・自校分析参加校は、自校採点し誤答分析
をすることにより、市内参加校との比較に
おいて、各教科及び設問ごとの、自校の強
みと弱みを把握している。
・調査結果を、早い時期から職員で共有し
、日々の授業改善に繋げている。

・小学校では6校が取り組んだが、中学校
では取り組みに至る学校がなかった。
・年度当初の時期に自校採点に取り組むこ
との出来る時間をどう確保するかが大きな
課題。
・分析結果を学校の課題と捉え、全職員が
授業改善に繋げていくことへの意識の醸成
が必要。

・10月に分析結果に基づいた授業改善の取
り組みを、各校ごとにプレゼンする機会を
設け、授業改善へのPDCAサイクルについて
の報告を受けた。
・３月校長会において、令和５年度の学力
向上推進プラン（市教委案）を示し、次年
度の取り組みについて周知した。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

小学校については、自校採点を行う学校が
おおよそ倍増しており、自校採点を行い早
く分析することの意味・大事さが市内の各
学校に少しずつ広がってきている。
中学校については、少しずつであるが増え
つつあるということなので、引き続き教育
委員会事務局からの指導・働きかけをお願
いしたい。

・実績値は目標値を達成したが、中学校が
6校中1校の参加のため、Bと評価した。

B

自校採点による負担増はあるが授業改善に
繋がる。負担増に関わらず、自校採点の目
的や求められることを理解して指導に活か
すことが重要。授業改善のための事例を集
めてPRして欲しい。県教委の問題も変わっ
てきている。2027年からは試験がCBTにな
るので従来の指導では対応が難しい。新し
い視点を取り入れないと難しい。評価はB
でよい。

令和4年度 令和5年度

C

・全国学力学習状況調査の自校分析に取り
組んだ学校は目標値に届かず、また、早期
に分析した結果を全職員が学校の課題と捉
え授業改善に繋げていくことへの意識の醸
成が必要と考えCと評価した。

調査の概要の報告はHPにアップしているのか
。自校分析の結果が次年度にどのように授業
の改善または反映されているか。授業改善の
具体化を考えた時に緻密な分析が必要。具体
的な授業との様子との関係を考えた時に評価
はCが妥当。
自校採点が増えない理由は何なのか。メリッ
トが共有されないといけない。子どもの評価
はするが学校が評価されるのを嫌がる傾向が
ある。自己改善の意識改革が必要。昨年はB
だったがCと評価し、市民の不安を解消する
ために情報公開も含めて検討が必要。

・自校分析のメリットを実施していない学校へ共有し
てはどうか。働き方改革で時間の確保は大変だと思う
が、その他の業務を軽減する工夫をして自校採点がで
きるよう教育委員会事務局としても応援や支援、指導
をお願いしたい。
・評価指標①目標値が低いのでは。自校採点・分析が
望ましいと考えているなら、令和6年度からの目標値は
全校にした方が良い。
・学力状況調査は自校の子どもたちの実態把握と改善
のためにあるので、必ずしも他校との比較は必要ない
と思う。
・結果を公表しないなら市としてその理由を示す必要
があるのでは。

評価指標①の目標値を変更する。
R5:変更なし
R6:15校→21校
R7:変更なし
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担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 
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目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

02 豊かな心をはぐくむ

他国の言語を母国語とする外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣し、異なる文化圏の風習に触
れる機会を設けることで、他国の文化を学び、受容し、共生することのできる力を育みま
す。合わせて、日本の文化についても副読本の配布等を行い、郷土愛や芸術文化に関する
理解を深めます。

小学生の段階から多様な文化に触れさせ、それぞれの違いや良い点を学ぶことで
、多様性を認め合う豊かな心を育みます。

ALT派遣延べ日数（全小中学校の累計）

900日 900日 900日 900日 900日

871 873日 900日

学校教育課　

〇

・外国語活動及び英語教育の充実を図るた
め、授業者とALTが連携し、体験的な英語
活動を行った。
・楽しい活動を盛り込みながら、自然に外
国語に触れる機会を持たせるとともに、コ
ミュニケーション能力を養わせた。
・外国語活動及び英語教育を通して、児童
生徒に多文化に触れる機会を持たせるため
、ALT派遣業者やJICA、また、教員の個人
的な繋がりにより、オンライン国際交流を
小学校3校にて実施した。

・担当ALTの指導力に差があるため、適宜
必要に応じて、ALT派遣業者と連携したALT
指導者研修が必要となる。
・外国語活動及び英語教育を通して多文化
に触れる機会は少ないため、オンライン等
を活用した多文化と出会える機会の創出が
必要となる。

・学校とALT派遣業者と連絡を密にとり、
必要に応じてALTの授業観察や指導研修を
実施する。
・外国語活動及び英語教育を通して、児童
生徒に多文化に触れる機会を持たせるため
、オンライン国際交流を持てる機会を創出
する。

0070

令和4年度 令和5年度
・小学生が聞き取りやすい簡単な英語を使
うように心掛け、大きな声で適切なスピー
ドで話し、他国の文化についてのオリジナ
ル教材やイラストを活用するなど工夫する
ことで、児童・生徒の理解度を高めた。
・身近な話題から英語を身に着けられるよ
うに工夫して指導した。
・机間を巡視等により、児童生徒の理解度
を確認しながら、英語に対する学習意欲を
高めるように指導した。

・担当ＡＬＴによる指導内容、指導力の差
。
・自国の文化を理解した上で他国の文化を
受容し、共生することができる力を身に着
けさせるまでには至っていない。

・ＡＬＴと教職員との連携を深め、常に指
導内容の見直し、改善を行う。
・ＡＬＴに対する研修の機会を設け、効果
的な指導方法を検討する。
・ALTの評価を学校からも意見を出して改
善に努める。
・ゲストティーチャー等を積極的に活用す
る。
・オンラインで海外の学校とつなぐ方法を
検討する。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

オンラインによる国際交流により、海外の
同年代の子どもとのコミュニケーションを
通じて興味を持つということが非常に大事
だと思う。
現在の小学校3校における取り組みから、
ほかの学校への展開や市の事業に発展させ
てみてはどうか。

外国語活動及び英語教育を通して、児童生
徒が、多文化に触れる機会の創出は手探り
で実施しているが、目標に対する実績値は
達成できているためBと評価した。

B

ALT業者と連携した研修が必要。多文化に
触れる機会が不足している。ALT派遣業者
と連携し、授業観察や研修を実施したり、
オンラインや国際交流をしたりする等、多
文化に触れる機会創出することが必要。B
評価でよい。

令和4年度 令和5年度

B

担当ＡＬＴにより指導内容、指導力に差が
あり、自国の文化を理解した上で他国の文
化を受容し、共生することができる力を身
に着けさせるまでには至っていないが、目
標に対する実績値はほぼ達成できているた
め、Ｂと評価した。

オンラインで海外接続の試行の実施はあっ
たか。できるだけリアルな形で英語のアプ
リを使用するなど、海外との連携を進めて
は。子どもたちが、奈良・橿原の良さをき
ちんと理解することが基本で、それらをAL
Tの力をかりて英語で説明することが出来
るようにし、英語で海外の子どもたちに伝
えるなどの体験等は、非常に効果があがる
。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

03 たくましい心身の育成

全国体力・運動習慣調査の結果を基に、各学校において自校の実態や課題に向き合ったプ
ランニングシートを作成します。そして、校長のリーダーシップの下でスポーツに親しみ
、体力を向上させることのできる自律的・能動的な取組みを進めます。

実施体制の整った学校から順次開始することで波及効果を生じさせ、各学校が互
いに協力し、切磋琢磨しながら体力向上を図ります。

プランニングシートの作成による体力向上に取り組む学校数

10校 15校 20校 21校 21校

11校 22校 22校

学校教育課　

〇

・各校において、児童生徒の体力向上及び
よりよい生活と運動習慣の定着に向けた取
組の一層の充実を図るため、体力向上推進
プランニングシートに基づいた取組を実施
した。
・体育主任者会等において、体力向上への
取組に関する情報交換・情報共有を行って
いる。

各学校においてプランニングシートに基づ
いた取組を進めているが、令和5年度全国
体力・運動能力、運動習慣調査の結果によ
ると、小中学校共に「体の柔らかさ」を高
める運動に課題が見えるため、各校の実情
に応じながら全体として取組を進める必要
がある。

全国体力・運動能力、運動習慣調査の結果
等に基づき、小中学校共通の課題に対して
、各校のプランニングシートに基づきなが
ら、全体として取組を進める。

0080

令和4年度 令和5年度
・各校において前年度からの伸び、県及び
全国平均との比較、種目毎の分析を全体、
学年、男女で行い、体力・運動能力につい
て自校の特徴を考察している。
・分析に基づいた課題を解決するための取
り組み目標を各校で設定し、体力向上への
取り組みを学校全体の取り組みとして進め
ている。
・取り組みの推進に当たっては、体育主任
者間で適宜必要に応じて情報交換を行って
いる。

・各学校においてプラニングシートに基づ
いた取り組みが進められているが、他校と
の連携や協力が十分ではない。

・橿原市体育主任会と連携し、日頃より体
力向上への取り組みに関する情報交換・情
報共有、連携及び協力等が行えるようにす
る。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

実績値は目標値を上回っているが、小中学
校共通の課題に対しての取組が十分でない
ため、Bと評価した。

B

情報交換とデータベース活用において、各
校に具体的な取り組みイメージはないのか
。改善の具体的な取り組みを管理職に述べ
てもらう必要がある。奈良県の子どもたち
の体力は全国的にはほぼ平均的な体力。日
常生活で体力は育まれる。平均ぐらいの体
力であることはまずまずとしてB評価でよ
い。

令和4年度 令和5年度

B

体力向上への取り組みについて、他校との
協力・連携が十分に行われていない実情が
見られるが、目標に対する実績値は上回っ
ているためＢと評価した。

体力向上は学力学習状況調査に比べて取り
組みやすい。プランニングシートの共有フ
ォルダは利用できるか。他校との連携が難
しければ、管理職レベルでのプラニングシ
ートの共有もしくは比較を促してはどうか
。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

04 ＩＣＴを活用した能力の向上

一人1台の端末、校内無線ＬＡＮ及び各教室の電子黒板を利用し、不登校児童生徒等が教
室にいるのと同じように授業を受けることのできる環境を整備します。また、そのための
教職員のＩＣＴ活用能力の向上に取り組みます。

教員が互いに授業を公開し合うことで、ＩＣＴ活用能力の向上と平準化を図りま
す。

１校あたりのＩＣＴを使用した遠隔授業の年間公開回数

3回 3回 5回 5回 5回

2回 2回 ー ー ー

学校教育課　

〇

全国学力・学習状況調査の「前年度までに、一人一人に配備されたＰＣ・タブレットなどのＩＣＴ機器を
、授業でどの程度活用しましたか」という質問に対して、「ほぼ毎日」と答える小中学校の割合の平均

ー 30％ 40％ 50％ 60％

ー 42％ 45.5％

・一人一台端末を利活用した授業改善を推
進するにあたり、小学校では、希望校ごと
に校内研修を実施した。
・中学校では、教科ごとに、オンラインに
よる研修を実施した。
・ICT支援業務の委託業者と適宜連絡をと
り、教職員への授業提案・授業支援を実施
した。

令和5年度学習用端末活用状況調査アンケ
ート（令和5年12月）によると、1日1回以
上ICT端末を利活用している教職員の割合
は、小学校では51.1％中学校では34.7％で
あった。今後も研修機会の周知並びに創出
、ICT支援員との連携をするなどし、教職
員のICT活用能力の向上と平準化を図る必
要がある。

・ICT支援員派遣業務の充実や国の学校ア
ドバイザー事業を活用するなどし、教職員
のニーズに応じた研修の機会を提供し、教
職員のICT活用能力の向上と平準化を図る
・「個別最適な学びと協働的な学びの一体
を充実させ、主体的対話的で深い学びに向
けた授業改善」をテーマに初任者研修を実
施する。

0090

令和4年度 令和5年度
・不登校児童生徒の実態に合わせ、端末を
使ったライブ配信やグーグルワークスペー
スの利活用など、オンライン対応を行った
。
・指定研究校において、ICT端末を利用し
た授業改善をテーマに研究を行った。
・初任者教職員を対象に、夏期休業中と2
学期に、ICT端末を利活用した授業改善を
テーマに研修を実施。
・学級閉鎖・学年閉鎖時の非常時には必要
に応じてオンライン対応を各校にて実施。

・不登校児童生徒へのオンライン対応は、
ひとり一人の状態やニーズに応じた丁寧さ
が求められる。
・指定研究校としての先進的な取り組みが
市内全教職員の取り組みとなるには時間が
かかる。
・学級閉鎖・学年閉鎖時等のオンライン対
応は、授業公開日として設定することがで
きない。

・学校と虹の広場が連携し、児童生徒にと
って、最適な形となるように丁寧に進めて
いく。
・教職員のニーズに応じて放課後の短時間
を利用したスポット研修を実施し、ICT活
用能力の平準化と向上を図る。
・ICT支援員と連携し、教職員の技量やニ
ーズに応じた支援を実施する。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

評価指標に対する小学校16校の実績値は56
.3％、中学校6校の実績値は16.7％であっ
た。22校としての実績値45.5％となるが、
中学校の実績値は目標値を下回るため、B
と評価した。

B

教職員がタブレット端末利活用の良さを感
じていないところがあり、授業改善が進ん
でいないと思われる。子どもたちがタブレ
ット端末を利活用するには、学校と教育委
員会のDX化、AIの使用等に興味関心を持つ
ことが大事。手をあげて意見を言えない子
にとってもICT利活用のメリットがある。I
CTの利活用から対面に繋がっていくなど、
自己肯定感を育てる事につなげられる。評
価としてはBでよい。

令和4年度 令和5年度

C

・指定研究校を中心に取組みを進めている
が、ICTを活用した遠隔授業は緊急時対応
になるため、評価指標に対する目標値達成
には至らなかったため。

指標の変更は評価できる。教委と校長との連
絡はオンラインで行っているか。学校での利
活用は管理職の意識による。教委ができるこ
とからやれば。ICTは道具として、子どもた
ちが活用できるかが重要。使用は教職員のIC
T活用能力が指標になっているのはどうかと
考える。ICT活用の指定校はあるか。指定校
は指定が終わっても取り組みを続けているの
か。AIの活用は課題があるが、教職員に使っ
てもらいたい。デジタルに対してどんな感性
をもっているのかも一つの指標になる。課題
へのフォローアップをお願いしたい。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

評価指標①の遠隔授業は緊急時対応になる
ことから、より効果を図る目標として評価
指標②に変更する。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

04 ＩＣＴを活用した能力の向上

毎日の授業において、端末を使用した自主的な学びを促すことで、自ら調べ、子ども同士
で考えながら探究する習慣を身に付けます。

主体的・対話的で深い学び（アクティブラーニング）を実現し、情報活用能力を
高めます。

全授業時間数における、端末を使用した主体的・対話的な学習に取り組む授業時間数の割合

70％ 80％ 90％ 95％ 100％

30％ 30％ 30％

学校教育課　

〇

全国学力・学習状況調査の「自分の考えをまとめ、発表・表現する場面では、児童生徒一人一人に配備され
たPC・タブレットなどのICT機器をどの程度使用させていますか」という設問に対し「週一回以上」の割合

ー ー 50% 70% 90%

ー ー 73%

市の指定研究校として橿原中学校では「一
人一台端末を利用した主体的な学びのため
の授業改善」をテーマに取り組んだ。また
、新沢小学校では、県の学ぶ力実践研究事
業により、一人一台端末を活用した指導の
在り方について実践研究を行った。これら
の取組を授業公開等を通じて、市内他校へ
の取組に繋げている。

全授業時間数における、端末を使用した主
体的・対話的な学習に取り組む授業時間数
の割合を出すことが難しいことから、全国
学力学習状況調査学校質問紙において「自
分の考えをまとめ、発表・表現する場面で
は、児童生徒一人一人に配備されたPC・タ
ブレットなどのICT機器をどの程度使用さ
せていますか」という設問に対し「週一回
以上」の割合を評価指標にすることで、よ
り効果的に目標値と実績値を図る必要があ
る。
・令和6年度リーディングDXスクール事業
に採択された白橿小学校・白橿中学校（令
和3,4年度市指定研究校）を中心に、個別
最適な学びと協働的な学びの一体を充実さ
せ、主体的対話的で深い学びに向けた授業
改善を推進する。

0100

令和4年度 令和5年度
・小学校においては、教科授業において主
にロイロノートを利用した個別学習、一斉
学習、協働学習に取り組むなど、ICT端末
を利用した授業改善への取り組みが進んで
いる。
・中学校においては、総合的な学習の時間
におけるICT端末の利用が多いが、教科授
業における利用があまり進んでいない。

・中学校の教科授業における、ICT端末等
を利活用した授業の実現に課題がある。
・教職員間及び学校間における利活用状況
の差が見られる。
・研修時間の確保。

・放課後の短時間を利用したスポット研修
を教職員の技量に応じて実施。
・中学校は教科ごとに放課後の短時間を利
用したスポット研修を実施。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

・モデル校での授業や取り組みを他の学校
にも広められるよう、市が主体となって具
体的な計画を立て、「橿原市の取り組みは
よい、ＩＣＴを活用している」と言われる
ような授業展開に取り組んでいただきたい
。
・評価指標の変更については、使用者の目
線で見ることができる指標に変更するので
あれば、項目自体もよい形になると思われ
る。
評価指標①ではエビデンスとなる資料を得
ることが難しいため、より効果を図る目標
として評価指標②に変更する

市内の指定研究校を中心に、主体的・対話
的で深い学びを目指した授業改善への取組
は進んでいるが、教職員のICT端末の利活
用には課題が見られるためCとした。

C

個別最適な学びの推進に教職員が対応でき
ていない。白橿小学校・白橿中学校の成果
を共有するシステムを作ることが重要。タ
ブレット端末を使ってどういう側面を育て
るのという事について、理解が共有できる
と良い。CBTへの試験対応が求められてお
り、2027年に向けて時期を逃さずCBTを活
用する必要がある。評価はCでよい。評価
指標の変更もそれでよい。

令和4年度 令和5年度

C

教職員間及び学校間における利用状況の差
が見られるためCとした。

すべての学校をイーブンに進めるのは難し
い。格差を狭めるためにモデル校を選定し
た取り組みを進めるのがよい。ICT端末を使
った授業とは具体的にどんな授業なのか。
道具に縛られている感がある。道具＝ICT全
般が一緒になってしまっている。ICTは、も
っといろんなものが使える可能性がある。I
CTは個人の考え、発言の共有が基本にある
。表現のところも大事にしなければならな
い。また、教育データの利活用が問題。一
人一人のデータを活用しフィードバックす
るには先生の力量が必要。評価はCでよい。

・令和6年度に是非モデル校をして、お金
も人も出して一気にアクティブラーニング
・ICTを進める学校が出てきたら良いので
はないか。
・取組み状況について。令和3年度と4年度
で中学校の記載内容が変わっていない。進
展が見られないので少しでも改善できるよ
うにしてほしい。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

05 郷土の伝統や文化に関する教育

木に触れたり、森林で体験活動をしたりすることで、SDGsの視点を取り入れた自然環境の
保全に向けた教育を行います。また、奈良県の木にまつわる歴史や文化についての学習を
推進します。

木育を通して森林の減少や荒廃に関する理解を深め、自然環境の保全意識を高め
ます。また、身近な地域の歴史や文化を学びます。

木育を通した自然環境の保全や地域の歴史文化の学習に取り組む学校数

0校 3校 5校 15校 21校

０校 4校 6校

学校教育課　

〇

・小学校では、木育モデル校を4校選定し
、課題解決型学習と体験活動を組み合わせ
たカリキュラムを実施。
・中学校では、木育モデル校を２校選定し
、技術科の教科内に「木育」カリキュラム
を融合して実施。

・小学校4校、中学校2校においてカリキュ
ラムを実施。小学校においては担任が変わ
るため、ノコギリの指導方法に対する教職
員の課題が見える。中学校においては、授
業準備と片付けに時間と労力を有する課題
が見え、準備と片付けの方法について検討
が必要となる。

・小学校においては教職員のノコギリ指導
等の研修実施を計画する。
・中学校においては、授業の準備・片付け
等の指導サポート体制を関係機関と連携し
て構築する。

0110

令和4年度 令和5年度
・小学校では、木育モデル校を4校選定し
、課題解決型学習と体験活動を組み合わせ
たカリキュラムを実施。
・中学校では、技術科担当教員の意見を収
集し、専門家にカリキュラム作成を依頼し
、教育課程に位置付けたカリキュラムの作
成を行った。

・市内小中全校実施に向けた計画の検討。

・令和5年度は白橿中学校区、大成中学校
校区をモデル校区とし、木育カリキュラム
の実践を行う。
・令和6年度以降も中学校校区を単位とし
てモデル校を選定。
・令和9年度までに全校実施目標に取り組
む。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・小学校・中学校ともに、目標に対する実
績値を上回った。次年度も、計画に沿って
事業を継続していく。

A

橿原市の教育の特色。デザイン思考の育成
に期待される。できれば奈良県全体にもア
ピールしてもよい。のこぎり指導について
は、大学生などのサポートを得るのも良い
。橿原市には木を扱う事業所との連携はあ
まりないようだが、面白い取組だと言える
。評価はAで良い。

令和4年度 令和5年度

A

・小学校モデル校での取り組みは目標を達
成した。次年度もモデル校区を選定し取り
組みを継続していく。

橿原市として奈良県として独特で大事な取
り組みである。総合との関係、教科連携、
今求められている探究活動の力に繋がって
いけばと思う。評価Aでよい。
林業関係と木工関係は非常にリンクしてい
る。木は利用されないと育てる方はいなく
なる。仕事という意味でも、林業を今後ど
うしていくのかという点においても、奈良
ではの取り組みとしておもしろい学習であ
る。

・奈良県は木材が全国的にも有名で、橿原
市と吉野郡との関わりもある。いろんな意
味があって、木のことを学ぶことは非常に
大切なので、木育はどんどん推進をして頂
きたい。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

06 特別支援教育の充実

子ども一人ひとりに応じた支援の方法や自立活動、環境整備に関する知識の積み上げ、個
別の教育支援計画及び指導計画の作成について、特別支援教育コーディネーターを対象に
した研修会を実施します。

特別支援教育に関する理解度を高めるため、特別支援教育コーディネーター及び
特別支援学級担任の資質向上を目指します。

研修受講者の理解度（アンケート）

100％ 100％ 100％ 100％ 100％

80% 85% 89％

学校教育課　

〇

特別支援教育に関する理解度を高めるため
、特別支援教育コーディネーターを中心に
研修会を実施し、特別支援の教育課程や個
別の教育支援計画及び指導計画の作成等に
ついて確認した。また、令和4年4月文科省
から出された「特別支援学級及び通級によ
る指導の適切な運用について」を受け、多
様で柔軟な仕組みを整備していくため、特
別支援教育支援員を配置し、通級指導教室
の開設を各校に働きかけた。

特別支援学級での学びの時間が、週の半数
以上行われるので、より個や小集団に応じ
た適切な指導が求められる。また、インク
ルーシブ教育システムの構築に向け、一人
一人の教育的ニーズに最も的確に応える指
導が提供できるよう、多様で柔軟な仕組み
を整備していくことにはまだ課題がある。
通級の指導者や特別支援教育支援員の人材
育成にも課題が残る。

特別支援学級で個や小集団に応じた指導方
法を高めるための研修を実施する。また、
特別な配慮が必要な児童生徒への対応とし
て、特別支援教育支援員を市内各校に配置
し、支援員への研修を実施する。さらに、
市内の通級開設にむけた計画を練る。

0120

令和4年度 令和5年度
特別支援教育に関する理解度を高めるため
、特別支援教育コーディネーターを対象に
研修会を実施し、特別支援の教育課程や個
別の教育支援計画及び指導計画の作成等に
ついて確認した。特に令和4年4月文科省か
ら出された「特別支援学級及び通級による
指導の適切な運用について」を受け、特別
支援学級だけでなく、通級や通常学級で特
別な配慮が必要な児童生徒に対する指導に
ついて確認した。

特別支援学級での学びの時間が、週の半数
以上ということもあり、より個に応じた適
切な指導が求められる。その中で行う小集
団での指導の在り方については、異学年や
学習内容の違いにより、不十分なところが
ある。また今後、特別な配慮が必要な児童
生徒への対応として、通級の指導者や特別
支援教育支援員の配置が急務といえる。そ
の指導者の人材育成が必要となる。

特別支援学級での個に応じた指導方法（小
集団を含む）の研修会の実施。また通級指
導や特別支援教育支援員に対する指導の在
り方についての研修会を計画する。

33



 

 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

学校により支援の対象となる児童・生徒の
数や、必要とされている支援の内容もそれ
ぞれ異なると思われるので、各校均等に1
名といった配置ではなく、必要な学校に必
要な時間・人数の配置ができるように検討
いただきたい。

特別支援教育コーディネーターを中心とし
た研修を定期的に実施できた。年度初めに
特別支援教育支援員に対する研修も実施で
きた。また、通級の開設に向けて各校と話
し合いを重ねることができた。ただ、通級
指導者の人材育成は課題として残っている
。

B

特別支援においては、多様性が進み学級で
の対応に難しさが出てくることも考えられ
る。特別支援教育支援員の柔軟な配置など
で対応していくことは大事である。また、
多様性もおそらく変わっていくので、人材
育成も含めて研修等に積極的に取り組んで
頂きたい。

令和4年度 令和5年度

B

特別支援教育コーディネーター研修会を定
期的に実施し、特に令和4年4月文科省から
出された「特別支援学級及び通級による指
導の適切な運用について」を受けて、通級
による指導の研修会等で周知を図ることが
できたため。

特別支援の学習においては、子どもたちが
学びの中で、こんなことができるようにな
っただけではなく、その学びから子どもた
ちの生活や学習がどのように変わっていく
のかをしっかりと意識しながら、成長を見
ていくことが大切です。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

34



 

 

 

 

    

取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

07 いじめ・不登校に対する取組み

いじめ・不登校対策指導員、スクールカウンセラー及び心理相談員を配置し、支援体制を
強化します。また、学校に不安を抱く子どもたちが安心して登校できるようにするための
「別室登校」の充実、虹の広場の利用、ＩＣＴを使った在宅での相談など、個々の状況に
合わせた細やかなサポートを行います。

いじめ・不登校の兆候を早期に発見し、支援することで未然の防止に努めます。
また、学力の低下を防ぎ、社会との関わりを保つことで子どもたちの進路選択を
保障します。

長期欠席児童生徒のうち、別室登校をするか、虹の広場を利用した児童生徒の割合

30％ 34％ 38％ 42％ 45％

24% 35% 38％

学校教育課　

〇

・小中学校にいじめ不登校対策指導員を1～5名、心理相談員を1
名ずつ配置した。
指導員や相談員は、登校後、一人では教室に入りづらい児童生
徒と一緒に教室に入り、学習支援を行ったり、見守り支援を行
ったりした。そして、教室で見守る中で、授業に集中しにくい
児童生徒がいる場合には適切な声掛け等も行った。
また、登校しても教室に入りづらい児童生徒の居場所として、
各校に別室を用意し、指導員や相談員と話をしたりすることで
心の安定を図ることに努めた。このように、指導員や相談員が
児童生徒と密にかかわりを持ち、その様子を管理職・学年主任
・担任・教育相談担当と情報を共有することで、いじめや不登
校の早期発見、早期支援につなげることができた。
・不登校の児童生徒で学校にいけない子の居場所として「虹の
広場」を開設しているが、学校と連携を密にすることで早期対
応することができた。そして、家から出ることができない児童
生徒のために開設している「web虹」では、中学3年生の生徒と
定期的にオンラインでつながり続けた結果、卒業後の進路につ
いて自ら選択し、決定することができた。

・心理相談員の各校での別室対応にばらつ
きがある。特に中学校では、カウンセリン
グを必要とする生徒が多く、教員へのカウ
ンセリングマインドを高めるためにも、定
期的なスクールカウンセラーの訪問が欠か
せない。令和5年度は、県からのスクール
カウンセラーの配置のみで、回数が少なく
不十分であったため、市としてのカウンセ
ラー配置は必須である。

・心理相談員の子どもや保護者理解などの
スキルを上げるために、学期に1回は研修
会を行う。
・心理相談員だけではなく、カウンセリン
グを行う資格を有するカウンセラーを配置
することが必要である。
・引きこもりがちな児童生徒の保護者が学
校や虹の広場とつながることを支援の入り
口とし、そこから学校へのオンライン登校
や「web虹」とつながることができるよう
にしていく。

0130

令和4年度 令和5年度
・小中学校にいじめ不登校対策指導員を1～5名、心理相談員を1名ずつ配
置した。指導員や相談員は教室へ入り込みを行い、学習支援を行ったり
授業に集中するのが難しい児童生徒への適切な声かけ等を行ったりした
。また、登校しても教室に入ることに抵抗がある児童生徒の居場所とし
て、各校に別室を用意し指導員や相談員と個別にかかわることで児童生
徒の心の安定を図ることに務めた。このように指導員や相談員が一日を
通して児童生徒とかかわり、その様子を担任や教育相談担当、あるいは
管理職と共有することで、いじめや不登校傾向にある児童生徒の早期発
見につながると考える。また情報共有したことをケース会議等で再度確
認することで今後の支援の方向性や展望につなげていくことができる。
・学校になかなか登校することができない児童生徒のための居場所「虹
の広場」では、まず子どもと指導員の個別の対応からスタートし、少し
ずつ円滑なコミュニケーションができてくると、小集団の活動へと移行
することにしている。その中で自分に自信を持ち、エネルギーをためる
ことで学校復帰も含めた社会的自立を目指すことを目的としている。そ
のため、小集団の活動「レインボータイム」を週に2回設定し、子どもた
ち同士のかかわりを広げる活動を行った。
・学校にも虹の広場にも行けない児童生徒のために「web虹」を開設して
いる。指導員とオンラインでつながることでコミュニケーションを図り
、虹の広場へとつながることができるように支援している。

・心理相談員の各校での対応についてばらつ
きがある。特に中学校ではカウンセリングを
必要とする生徒が多く、カウンセラーが必要
であるが、小中学校には市としてのカウンセ
ラーの配置がなされていない。単なる相談で
はなく、支援の方向性を持ったカウンセリン
グを行うためのカウンセラーの配置は必須で
ある
・虹の広場への通室、あるいは「web虹」への
参加すらできずに引きこもっている児童生徒
とどのようにつながっていくかが課題である

・心理相談員の子どもや保護者理解などの
スキルを上げるために、学期に1回は研修
会を行う
・心理相談員だけでなくカウンセリング資
格を有するカウンセラーを配置することが
必要である
・引きこもりがちな児童生徒の保護者が学
校や虹の広場とつながることから、学校で
のオンライン登校や「web虹」に参加でき
るようにしていく

35



 

 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

・橿原市では、いじめ不登校の対策指導員
やカウンセラーについて配置時間数を増や
すなど、他の市にはない先進的な制度・取
り組みをしていただいていると思う。その
ような現場の取り組みを一層進めていただ
くという意味でも、昨年も提案があった、
不登校対策の基本方針の策定をお願いした
い。
・数値目標だけでなく、さらに上を目指し
ての評価であればＣでよい。

不登校児童生徒が、各校の別室あるいは虹
の広場へ通室する割合は、目標値に達した
が、まだまだどの支援にもつながることが
できていない児童生徒は数多くいる。これ
らについて更なる取り組みを進めていく必
要があると判断したため。

C

　不登校児童生徒には、多様な子どもたち
がいる。市として「学びの多様化学校」の
設置について検討してみてはどうか。虹の
広場やweb虹だけでは対応できない場合も
あるのではないかと思う。
　総合評価をCとしていることについて、
一定の指標としての評価についてはBであ
ると思うが、今後の課題への努力が必要で
あるということであれば、Cでよいと思う
。

令和4年度 令和5年度

C

不登校児童生徒が虹の広場あるいは各校の
別室へ登校する割合は目標値を上回ったが
、どこともつながりを持つことができてい
ない児童生徒は数多くいる。これらのこと
を鑑み、取り組みについて様々な方法を検
討する必要があると考える

不登校の課題への対応は難しい。ICTを活
用したオンライン授業で不登校児童生徒と
つながるためにはまず学校が（不登校児童
生徒と）つながることが大切である。段階
的対応・回復についてシステム的に行って
いるということで、この点については評価
できると思う。しかしながら、学校現場で
カウンセラーのニーズがあるにもかかわら
ず、配置ができていないということであれ
ば、その配置については努力をお願いした
い。

・いま学校現場では不登校の子どもの数が大変増え
ており、カウンセラーを配置する優先順位は非常に
高いと思う。不登校で学校へ来ていない間、苦しん
だ挙句に最悪の選択をすることもあるので、カウン
セラーの配置増は子どもの命を守ることそのものだ
と思われる。喫緊の課題と捉えて、検討願いたい。
・不登校について市全体的には本当に色んな施策を
して頂いている。ただ、いじめ防止対策と違って不
登校対策の基本方針がない。基本方針がまずあって
、その中に色んな施策があると良いのではないかと
思う。他市町村の事例を参考に検討して頂きたい。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

08 よりよい教育環境の整備

「学校施設整備基本計画」及び「教育施設再配置基本方針」に基づき、年次的に長寿命化
改良工事を実施します。

施設の老朽化改善、質的改善、バリアフリー、環境配慮、防災機能強化等を合わ
せて実施することにより学校施設を長寿命化し、子どもたちが安全・安心で継続
的に学校施設を利用できるように整備します。

長寿命化改良工事完了校数

0校 0校 0校 2校 1校

0校 0校 0校

教育総務課　

〇

真菅北小学校の長寿命化改良工事を実施し
た。令和６年度で完了の見込みである。八
木中学校及び白橿北小学校の設計業務が完
了した。このことを受け、長寿命化改良工
事の契約に向け取り組んだ。

真菅北小学校は計画どおり進捗している。
また、八木中学校及び白橿北小学校の設計
業務が完了し、工事の着手に向けた準備を
している。そのことを踏まえ、子ども達に
安全・安心かつ快適な学習環境を整えるた
めにも引き続き様々な角度から検証し進め
ていく必要がある。

この長寿命化改良工事は、今後の本市の学
校施設の整備において標準となる取組であ
る。しかしながら、継続して取り組むため
には安定した財源の確保が必要であり、国
等の補助金・交付金を最大限活用し取り組
んでいく。また、財源のみならず人員につ
いても専門知識を有する職員の配置が必要
と考える。

0140

令和4年度 令和5年度
真菅北小学校の設計業務を完了し、続いて
長寿命化改良工事の契約に向け、令和５年
３月に仮契約を締結した。新たに、八木中
学校、白橿北小学校の長寿命化改良工事の
実施に向けた設計業務をすすめた。

真菅北小学校は計画どおり進捗しているが
、続いて八木中学校、白橿北小学校を令和
６年度長寿命化改良工事の着手に向け、設
計業務をすすめている。子ども達に安全・
安心かつ快適な学習環境を整えるためにも
、様々な角度から検証し、計画的に進めて
いく必要がある。

この長寿命化改良工事は真菅北小学校が初
の試みであり、今後の同様の工事を進めて
いく上でも重要な取組である。継続して事
業を進めていくためには安定した財源を要
することから、基金の創設をはじめとした
財源確保にも努めていく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

長寿命化改良工事を実施した年度であるも
のの、継続して工事を実施するには、財政
面もさることながら、円滑に事業を遂行し
ていく上で、人材面において課題克服に困
難が生じるため。

C

計画していた設計業務は完了しているが、
これに続く候補施設が決まっていない。次
の候補の検討もできないぐらいに、人材が
不足していると訴えながらも、一定の成果
は得られている。現実的に厳しい状況を考
慮し、評価Cもやむを得ない。

令和4年度 令和5年度

C

長寿命化改良工事において、引き続き予算
と人材の両方に課題がある。今年度におい
ては、主に設計業務を重視して取り組んで
きたが、今後においては、設計業務を完了
し、工事に着手するというものと、新たな
学校の設計業務に取り掛かるということを
継続して取り組んでいくことから、課題克
服に困難が生じるため。

資材・人材にかかる費用が高騰しており、
初期の予算では足らなくなっている。国か
らの補助があるが、十全ではない。
現状もよく分かるので、評価のCもやむを
得ない。

・総合判定理由にある『人材の課題』につ
いて。今後も工事は進められていくため、
人員不足による事業停滞となれば、何とか
人員は確保していただく必要がある。人員
不足はこの事業だけの問題ではないと思わ
れるが、折角こういった評価の場に出され
たので何とか検討をお願いしたい。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

08 よりよい教育環境の整備

地域住民や保護者に対する説明会を開催し、十分な協議を行いながら、令和３年度に橿原
市教育施設再配置実施計画（第１期）を策定します。策定後は、第１期の対象である白橿
南小学校と白橿北小学校の統合校の開校に向けて、施設の長寿命化改修を実施します。ま
た、統合校の開校・運営が円滑に行えるよう、学校・地域・PTAの代表らで構成する統合
準備委員会を設置し、諸課題への対応策を協議します。また、第２期の再編整備に向けて
、小中一貫教育の導入についても検討を進めていきます。

小規模化及び老朽化する小中学校を再編し、子どもたちにとってよりよい教育環
境を整備します。

小中学校の再編数

0件 0件 0件 1件 0件

0件 0件 0件

教育総務課　

〇

再編に関する住民説明会及び統合準備委員会の開催件数

3件 10件 10件 3件 3件

1件 6件 4件

引き続き統合準備委員会において、校歌の
歌詞の最終候補選定、通学路の検討、閉校
式・開校式について協議を行い、内容を決
定した。また、要望のあった通学支援策に
ついて検討し、実施内容を決定した。また
、白橿南小学校にて仮設トイレの設置、仮
設空調機の設置等の施設整備を行った。
そして、3月20日に両校において閉校式を
実施した。

統合校として学校運営していくために必要
な事項の決定や施設整備は終えたが、統合
校としての運営が始まると、新たな課題が
出てくる可能性がある。
引き続き保護者や学校からの声に耳を傾け
て現状を把握することに努める。

校長や教頭などとコミュニケーションを密
に取りながら、課題の把握とその対応につ
いて迅速に取り組む。

0150

令和4年度 令和5年度
白橿南小学校と白橿北小学校の統合校を令
和6年度に開校するため、学校・地域・PTA
で構成する統合準備委員会を設置し、統合
校に必要な事項（学校名、校歌、制服等）
を協議し、順次、内容を決定することがで
きた。併せて、通学路についても、両校の
PTA役員と詳細な協議を進めた。

通学路については、各学校のPTA役員と協
議を重ねたが、最終の結論については、次
年度に持ち越すことになった。
以前実施した保護者アンケートでは、通学
支援を望む意見もあったことから、より詳
細な保護者ニーズを把握するとともに、全
体の公平性も鑑みた検討が必要と考える。
同時に、通学距離が長くなることで、暑さ
対策やトイレ対策等の検討も必要と考える
。

通学支援の必要性については、一番遠距離
となる児童の保護者にアンケートを取るな
ど、必要性を把握して検討を進める。
同時に、遠距離通学にかかる負担軽減策も
検討する必要があると考える。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

これまでの学校や保護者との協議を継続し
て行うことにより、順調に検討事項の決定
をすることができ、無事に閉校式を行うこ
とができた。
今後は、白橿北小学校の長寿命化改良工事
を進めることとなる。
また、第2期再編計画については、具体的
な計画策定に取り組んでいく。

B

様々な意見がある中で、関係者の合意を得
ながら新体制での学校運営へと繋げられた
。統合による複雑な市民感情を考慮すると
、評価Bでもやむを得ない。

令和4年度 令和5年度

B

学校や保護者と協議しながら、順次、検討
を進めることができていることから、第1
期の再編計画は達成することができると考
える。
なお、第2期再編計画については、今後検
討していく必要があると考える。

低学年や支援が必要な児童への通学対策と
して、通学距離が２kmを超える児童に対す
るバスかタクシーを利用しての通学支援策
が考えられている。
結果として、総合評価はBでよい。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

08 よりよい教育環境の整備

地域や学校からの要望や橿原市通学路交通安全プログラムによる定期的な合同点検を実施
し、通学路上の児童生徒の安全確保を図ります。

学校やＰＴＡ、教育委員会事務局、警察、道路管理者等による安全点検を行い、
危険度を共有し、登校指導や整備工事等につなげます。

安全点検により抽出した危険箇所における各学校の登下校指導回数

1回 ６回 ６回 ６回 ６回

1回 ６回 ６回

学校教育課　

〇

・学校やＰＴＡ、自治会からの要望、橿原市通
学路交通安全プログラムに基づき、学校やＰＴ
Ａ、自治会、教育委員会事務局、警察、道路管
理者等による現地での安全点検を行った。
・どのような危険性があるかを確認し、安全対
策を検討した。
・巻き看板の設置、グリーンベルト化、路面標
示、外側線の新設、足形マークの修繕など通学
路の整備につなげ、危険要因の軽減を行った。
・児童への登下校時の安全指導面でもできる対
策も確認し、学校での安全教育につなげた。

・現地での安全点検を行い、対策を確認し
整備につなげることができたが、法的な制
約等があり、学校やＰＴＡ、自治会からの
要望の整備ができない箇所もあった。

・要望の整備ができない箇所は、安全対策
として代替えの対策または通学路の変更、
警察のマナーアップの取組の依頼等、通学
路の安全対策を実施していく。
・安全マップの活用も含め、学校での児童
生徒への登下校時の安全指導の徹底を行う
。

0160

令和4年度 令和5年度
学校やＰＴＡからの要望、橿原市通学路交
通安全プログラムに基づき、学校やＰＴＡ
、自治会、教育委員会事務局、警察、道路
管理者等による現地での安全点検を行い、
どのような危険性があるかを確認し、事故
を未然に防ぐ対応策を検討した。グリーン
ベルト化、路面標示、路側帯の新設・修繕
など通学路の整備につなげ、危険要因の軽
減を行った。また、登下校時の安全指導面
でもできる対策も確認した。

法的な制約や幅員の制約等があり、学校や
ＰＴＡからの要望の整備ができない箇所が
あった。

要望の整備ができない箇所は、安全対策と
して代替えの対策または通学路の変更、警
察のマナーアップの取組の依頼等、通学路
の安全対策を実施していく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

通学路における危険箇所の共有が図れ、安
全対策も行った。また、安全指導を実施す
ることもできた。しかし、通学路の安全点
検の実施体制のさらなる強化や学校におけ
る未然防止の取組等、今後取組発展の余地
があるためBとした。

B

登下校時の見守りについて、今後ボランテ
ィアで臨んでいけるのか。いつまでもボラ
ンティアという形でということの意識を変
えた方がよい。

令和4年度 令和5年度

B

抽出した危険箇所における登下校指導を実
施することができた。通学路の安全点検の
実施体制のさらなる強化や学校における未
然防止の取組等、今後取組発展の余地があ
るためBとした。

児童生徒の危険に対する自己意識をしっか
り高めることにおいて、例えば学校の総合
的な活動の中で「地域を知る」という名目
を作って、児童生徒の活動を誘発すれば、
良い通学路安全マップができる可能性があ
る。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

08 よりよい教育環境の整備

新入学児童に対しては、体験入学等の機会を利用するなど、全家庭に対して入学時に必要
な経費の一部を援助する制度を案内します。在校生については、毎年度当初に、全家庭に
対して就学支援制度を案内します。また、家庭訪問等において家庭の状況を把握し、適切
な支援が届くように就学支援制度の周知を進めていきます。

生活困窮世帯であっても必要な学習環境を整えられるように支援し、他の子ども
と同じように、不自由なく学校生活を送ることができるようにします。

経済的理由により長期欠席する児童生徒数

０人 ０人 ０人 ０人 ０人

0人 0人 0

学校教育課　

〇

・在校生への就学援助制度の案内の実施（
案内文書の全戸配布、前年度申請者や経済
状況の芳しくない家庭への家庭訪問時の勧
奨）
・新入学生への就学援助制度の案内の実施
（案内文書の郵送による全戸通知）
・申請様式を変更し、申請者の負担を軽減

入学準備金受給者のうち、入学後に就学援
助制度の申請をしない者がいる（入学準備
金は就学援助制度で受給できる費目の一部
。）。
判定の元となる所得の年度が異なるため、
あえて申請しない場合もあるが、制度内容
をよく理解できておらず、申請しない場合
もある。

全対象者に案内は配布しており、入学準備
金と就学援助制度の違いについて双方の案
内で明記するにあたり、より理解しやすい
文書となるよう改善する。
また、就学援助制度の締め切り前には、入
学準備金を申請した者で、就学援助制度の
申請がない者には、あえて申請していない
かどうかの意思確認等を行うなどの対応に
より、制度内容の理解を図る。

0170

令和4年度 令和5年度
・在校生への就学援助制度の案内の実施（
案内文書の全戸配布、前年度申請者や経済
状況の芳しくない家庭への家庭訪問時の勧
奨）
・新入学生への就学援助制度の案内の実施
（案内文書の郵送による全戸通知）

入学準備金受給者のうち、入学後に就学援
助制度の申請をしない者がいる（入学準備
金は就学援助制度で受給できる費目の一部
。）。判定の元となる所得の年度が異なる
ため、あえて申請しない場合もあるが、制
度内容をよく理解できておらず、申請しな
い場合もある。

全対象者に案内は配布しており、入学準備
金と就学援助制度の違いについては、双方
の案内で明記している。また、就学援助制
度にあえて申請しない者もいるため、入学
準備金と就学援助制度で受給できるものが
異なる点に重点をおいて、確認してもらう
必要がある。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

数値目標だけではなく、さらに上を目指し
ての評価であればＢでよい。

目標に対する実績値は達成しており、対象
者への周知・申請受付も適宜実施している
。

B

福祉担当課と密に連携し、生活困難家庭の
プライバシーに配慮しつつ制度の充実に努
めていただきたい。

令和4年度 令和5年度

B

目標に対する実績値は達成しており、対象
者への周知・申請受付も適宜実施している
。

貧困家庭であることを明らかにしたくない
、通知が十分伝わっていないという現状も
あるが、通知等も確実に行い周知している
という努力は認められる。今後も引き続き
改善できる点があれば、改善を図っていた
だきたい。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

08 よりよい教育環境の整備

就労等により保護者が放課後や学校の長期休暇等に家庭にいない小学生に対し、小学校等
の余裕教室などを利用して適切な遊びや安心安全な生活の場を提供し、その健全な育成を
図ります。

放課後児童クラブの運営を支援し、過ごしやすい環境づくりや待機児童の解消を
目指します。

待機児童数

ー 0人 0人 0人 0人

ー 13人 8人

人権・地域教育課　

〇

R５年度当初、待機児童が発生した校区は
１か所。当該箇所については、R5年度内に
小学校の余裕教室を活用した整備工事を計
画通り実施し、R5年10月から開所、十分な
受入上限人数を確保できたことにより。待
機児童に係る課題は解消した。

・待機児童発生の可能性が高い校区内放課
後児童クラブについては、早急な整備計画
の構築が必要。
・老朽化の進む施設については、緊急性、
必要性に応じた改修計画が必要。
・児童の安全な環境を維持していくため、
支援員の安定的な確保や資質の向上が必要
。

・整備工事については国の制度に基づいた
補助金を活用し、事業を進めていく。
・支援員の確保・資質向上については、県
が実施する研修など積極的に参加いただき
、基準を満たす人員を確保、維持に努める
。

0175

令和4年度 令和5年度
R4年度当初、待機児童が発生した校区は2か所。
一か所については、幼稚園の余裕教室を活用した
整備工事を計画通り実施し、R5年1月の開所によ
り待機児童は解消した。
もう一か所は、R4年度に設計、R5年度に整備工事
を進めており、R5年度内に待機児童は解消できる
見込みである。また、利用者の増加等に伴い、狭
隘化の恐れがある施設においても環境整備を進め
るべく、R4年度において2か所で設計工事を行い
、R5年度、R6年度にそれぞれ改修工事を行う予定
である。
また、児童の安全を確保するため、「安全計画の
策定等」を義務付ける条例改正を行い、児童の安
全な環境づくりを制度面からも進めている。

・待機児童の解消については、R4年度、5
年度の改修工事で解消できる見込みである
。ただし老朽化の進む施設が増加しており
、緊急性、必要性に応じた改修計画が必要
。
・児童の安全な環境を維持していくため、
支援員の安定的な確保や資質の向上が必要
となる。

・整備工事については国の制度に基づいた
補助金を活用し、事業を進めている。
・支援員の確保については、市のHP等など
も活用し、基準を満たす人員は余裕はない
ものの確保、維持できている。また、国の
制度を活用して処遇改善にも努めている。
支援員の資質向上のため、県が実施する研
修など積極的に参加いただいている。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

未就学児・小学校入学前の子どもたちの受
け入れは大変充実している。他市町村では
小学校1年生の壁があり、小学校入学時に
母親が離職せざるを得ない状況があると聞
くので、そのようなことにも注意していた
だき、より良い政策につなげていただきた
い。

待機児童問題は解消。目標達成済みと判断
し、評価した。

A

対象外

令和4年度 令和5年度

B

整備工事により待機児童数は減少する見込
みであることから、目標達成に近いと判断
し、評価した。

対象外

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

令和4年度から事業計画を追加
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

02 学校教育の充実

09 安心安全な給食の提供と食育

地場産物の活用を促進し、郷土料理の提供を行います。「橿原の日」の給食等、毎月、食
育の日を設定しテーマを決めた献立を提供します。また、食育の授業や講話を通して、地
元の農産品や食物の旬等、食に関する知識を習得できるよう、学校全体で食育を推進しま
す。

学校給食を通して郷土料理や地元の農産物、旬の食材を味わう体験をすることで
、地域の食文化への興味や関心を引き出し、児童生徒の食に関する自己管理能力
の形成を図ります。

学校給食における地場産物の使用品目数

370品目 380品目 390品目 400品目 410品目

383 417品目 447品目

教育総務課　

〇

・”給食で日本一周”をテーマにした献立で
の給食提供に加えて、”まほろばの日の献立
”として奈良県産の食材を使用して奈良県の
豊かな食材や郷土料理を味わう給食を毎月提
供し、郷土の学習につなげた。
・食育プログラムに基づいた授業や給食時間
の講話を通して、継続的に朝食の大切さや食
材の旬等を学び、食に関する自己管理能力の
形成を図った。
・家庭でも食育をすすめられるよう、献立表
や給食だよりを配信し、地場産物の活用や望
ましい食習慣、給食献立の紹介等を行った。

・県内産の地場産物使用品目数は年々増加
しているが、橿原市産食材の確保に課題が
ある。生産者との協議の場を設けているが
、より一層の連携強化が必要となる。

・令和４年３月に締結した「学校及びこど
も園の給食における地場産農産物等の活用
に関する協定」を活用し、協議の場を定期
的（月１回程度）に設定し、橿原市産を含
む、有機または減農薬栽培の農作物の利用
を促進していく。

0180

令和4年度 令和5年度
・毎月の食育の日に"給食で日本一周”を
テーマにした献立で給食を提供し、日本各
地の郷土の学習につなげた。
・食育プログラムに基づいた授業や給食時
間の講話を通して、継続的に朝食の大切さ
や食材の旬等を学び、食に関する自己管理
能力の形成を図った。
・家庭でも食育をすすめられるよう、献立
表や給食だよりを配信し、地場産物の活用
や望ましい食習慣、給食献立の紹介等を行
った。

・毎日の献立において地場産物を活用し県
内産の品目数は増加したが、「橿原の日」
の献立や橿原市産食材の品目数増加への工
夫が必要となる。
・対面での指導や調理実習も徐々に開始さ
れたが、コロナ禍以前の状況には戻ってお
らず、状況をみながら実施していく必要が
ある。

・地場産物の使用品目数を増やすため、生
産者や食材納入業者との事前の調整を円滑
に行うよう取組をすすめていく。
・給食時間の指導や調理実習・給食試食会
は、感染拡大状況もみながら、実施可能な
方法を検討していく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・まほろばの日の献立を毎月提供すること
で地場産の農産物等や郷土料理を給食で味
わい、郷土の学習につなげることができた
。
・地場産物の活用についても目標を大きく
上回って達成することができたが、橿原市
産の食材をより多く活用していきたいこと
から判断し、評価した。

A

いろんな取組を通し、地場産物の使用に努
めた結果、目標値を大きく上回っており、
評価Ａで良い。
家庭の方は、地場産物の良い食材での提供
をと思われるが、全てを賄うことはできな
い。

令和4年度 令和5年度

B

・新たな取組により給食を通して日本各地
の郷土料理を知ることで、より深く地元の
ことを知る機会となった。
・地場産物の活用については目標を達成で
きたが、橿原に因んだメニューの開発や橿
原市産の食材を取り入れることについても
進めていく必要があることから判断し、評
価した。

地産地消で橿原をより深く理解できるよう
すすめているが、橿原市産に限ると食材が
足りないということで日本一周になってい
る。橿原市をPRすると考えたが、地域の食
材には限界がある。そのような努力と結果
を踏まえても、この評価が妥当である。

より栄養価の高い学校給食を提供したいの
で、地場産品、有機あるいは農薬の少ない
、栄養価の高い食材を作って頂き、それを
学校給食に使うことを一つの目標にしたい
と思う。そのためには、教育委員会だけで
はできないので、農政課、民間など様々な
所と連携をしながら進めていければ。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

03 発達相談・療育の充実

01 教育・福祉・保健が一体となった発達障がい者支援施設

就学前においては、心理相談員による相談支援や発達状況を客観的に把握するための発達
検査を行い、子どもの特性を見極めることで早期に必要な支援につなげます。また、発達
段階に合わせて、幼児療育教室や児童発達支援事業所「かしの木園」で専門職員による相
談や個別・集団の療育を行います。就学後においては、指導主事を中心に子ども、保護者
又は教職員に対する相談支援や特別な支援を必要とする児童生徒に対する発達検査を行い
ます。

子どもの特性を見極め、早期に必要な分野の支援につなげることで適切な支援を
行います。また、保護者の理解を深め、子育てへの不安を解消します。

療育的ニーズに合わせた支援の保護者満足度（アンケート）

８０％ ８５％ ９０％ ９５％ ９５％

８５％ ８３％ ８７％

こども発達支援課　

〇 〇

・心理相談員・指導主事等による相談に継続的に取り組
み、必要な助言及び支援に関する情報提供を行った。
・幼児療育教室では、小集団での遊びの機会の提供や教
室開放（どんぐりぱーく）を行い、療育に対する保護者
の受容を促すことや教室の活動の周知に取り組んだ。
・かしの木園では個々の支援計画を作成し、言語聴覚士
や作業療法士、理学療法士等による個別療育や保育士と
療法士等による少人数での集団療育を実施した。
・保護者会の再開をサポートし、バザー等の取り組みに
協力し交流の場を提供することや、卒園した先輩保護者
との座談会や保護者懇談による育児不安の解消につなが
る場を設ける等、保護者のサポートにも取り組んだ結果
、保護者アンケート結果で満足しているとの回答を多く
得た。

・相談体制が整い、相談申込み～利用の待
ち期間が短くできた一方で、子どもの状態
像や家庭、所属先での状況が複雑多様化し
ているため、経験年数の浅い相談支援及び
療育担当職員で対応が困難である。療育に
おいては、通園先での支援や子どもの発達
状況に沿った内容となるように、引き続き
、療育担当者が子どもの発達や支援につい
て理解を深めることが必要となる。

・様々なケースの相談に対応するため、担
当職員を継続的に従事させ、経験年数を積
むことにより相談支援及び療育担当職員の
専門性を向上させる。
・相談や療育に従事する職員が、支援に関
する最新情報の取得やスキルアップを行う
ことができるよう、関係機関との連携強化
に継続して取り組み、速やかに適切な相談
支援や療育を提供するための相談体制（心
理相談員・指導主事）の安定的な確保を維
持継続する。

0190

令和4年度 令和5年度
・心理相談員や指導主事等による相談支援を継
続して行い、必要な助言及び支援に関する情報
提供を行った。幼児療育教室では、小集団での
遊びの機会を提供する中で療育に対する保護者
の受容を促し、かしの木園では、言語聴覚士や
作業療法士、理学療法士等による個別療育や、
保育士と療法士等による少人数での集団療育を
実施した。
・関係機関と連携し、外部講師の指導を受け、
課内で具体的なケース検討を行いスタッフのス
キルの向上に努めた。
・卒園した先輩保護者との座談会を定期的に行
い、色々な相談の機会となるよう取り組んだ。

・関係機関と連携し、課内のケース検討等
を行いながら取り組んだが、子どもの状態
像や家庭や所属先での状況が複雑多様化し
ており、様々なケースの相談に対応するた
め、引き続き、相談支援及び療育担当職員
の専門性の向上が必要となる。療育におい
ては、通園先での支援や子どもの発達状況
に沿った内容となるように、引き続き、療
育担当者が子どもの発達や支援についての
理解を深めることや保護者や教職員と十分
な連絡調整を行うことが必要となる。

・速やかに適切な相談支援や療育が提供で
きるように、引き続き、相談や療育に従事
する職員が、支援に関する最新の知見を知
ることや保護者や他の支援者との対話に関
するスキルアップ、関係機関との連携の充
実（連携強化）に努める。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・保護者サポートの取り組みについては、
一定の成果をあげており、保護者アンケー
トの結果でも高い評価を得ているが、一方
で経験の浅い職員も多く、目標達成のため
にさらなる専門性の向上やスキルアップを
目指しきめ細やかな対応が必要と考えられ
ると判断し評価した。

B

しっかりと取り組んでいると理解した。専
門職員の若手を育てる段階で、研修の充実
を目指しているのであればB評価も理解で
きる。

令和4年度 令和5年度

B

・相談支援や療育は医療技術と共に進む部
分もあり、日々の進化に対応していく必要
がある。センター内での技術向上のための
外部講師による研修や職員同士の職場内研
修、学会参加等も活発であり、保護者アン
ケートの結果では満足しているとの回答を
多く得てはいるが、新規職員とベテラン職
員の経験の差など、満足できるスキルを全
員が身に付けているとまではいえない。

非常によく取り組んでいるのではと思うが
、相談窓口としての質を考え評価Bとされ
ている。相談窓口として目指していること
を完璧にはできないが、システムとしては
できたということを評価していく等、成果
指標を見直すことも検討してはどうか。相
談を待っている間の情報提供や紙ベースで
取り組んでいることへのデジタル化等の工
夫、民間と協力したことを成果とすること
等も検討されるとよい。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

03 発達相談・療育の充実

01 教育・福祉・保健が一体となった発達障がい者支援施設

保育所（園）、幼稚園、小中学校及び学童クラブ等への巡回訪問支援を行い、インクルー
シブ（包摂的）な視点で保育・教育について検討し、集団場面における子どもの発達状況
に応じた適切な指導と必要な支援について、教職員に助言・指導を行います。また、子ど
もとの関わり方や学習支援等について、教職員と共に考える機会を持ちます。

インクルーシブな視点による保育・教育を浸透させることで、各施設及び地域に
おける支援体制を強化します。

各施設における巡回訪問支援の有用度（アンケート）

８０％ ８５％ ９０％ ９５％ ９５％

１００％ ９８％ １００％

こども発達支援課　

〇 〇

・保育所（園）、幼稚園への巡回訪問支援に
おけるカンファレンスにおいては、話しやす
く、悩みに対する具体的な手立てなどが話し
できるようにカンファレンスの持ち方を変更
し、巡回訪問支援に向けた提出資料を簡素化
し利用側の負担感が少ない方法で実施した結
果、振り返りアンケートにおいてカンファレ
ンスにおける話しやすさや負担感が減ったと
いう回答を得た。
・小中学校への巡回訪問支援では、必要に応
じて課内の専門職も同行した多職種での支援
や、学校教育課と連携しての支援に取り組ん
だ。

・訪問支援の申込みのない学校園が複数見
受けられ、すべての学校園に対し現場の状
況に応じた支援や対応が実施できていない
可能性がある。

・訪問支援の振り返りアンケートを継続し
、現場の声を聞いて行く。訪問支援の申込
みのない学校園がどのようにインクルーシ
ブ教育・保育に取り組んでいるかを把握し
、当課が取り組めることを模索していく。
訪問支援を継続することで、現場の状況に
合った支援を目指し、関係機関との連携強
化を図っていく。

0200

令和4年度 令和5年度
・巡回訪問支援では参観後、昨年度と同様
にカンファレンスを実施している。子ども
との関わり方や学習支援、環境等の日ごろ
の支援についての解決策を共に検討し、助
言を行っている。
・訪問支援利用先からの利用後アンケート
では、子どもの理解が進み、明日からの保
育・教育に役立っているとの声が届いてい
る。

・巡回訪問支援のカンファレンスの中で、
保育士や教職員が支援を要する子ども及び
保護者への支援に対する不安や戸惑いを課
題としてとらえていることは成果でもある
が、解決策を共に考えていく必要があり、
継続的に取り組んでいく必要がある。
　また、この訪問支援の取り組みを継続的
に行い、現場の状況に合った支援を目指す
中で、関係機関との連携体制の強化を図っ
ていく必要がある。

・巡回訪問支援を継続する中で、現場の保
育士や教職員の子どもの評価を紙面に整理
し、相談までの経過を整理することで園や
校内での課題を焦点化し、必要な支援に繋
げることに取り組む。
・カンファレンスにおいては、インクルー
シブな視点からの助言や最新情報の紹介な
どを継続的に行い、保育士や教職員の気づ
きに繋げ、スキルアップを図る。
・センター職員の訪問時の支援内容を振り
返り、より現場の状況に合わせた訪問支援
の実施に向けて検討を重ね実践する。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・学校園による巡回訪問支援の活用度合いに差
はあるが、必要とし、利用があった先からは一
定の評価を得ているため目標を達成していると
判断し評価した。一方、巡回訪問支援の実施に
は、熟練した技術の修得と、連携先のニーズを
把握し、現場の状況に合わせた支援の提供が重
要であり、地域の教職員等、子どもの支援に関
わる職員のスキルアップを図るには多くの時間
を要するため、訪問支援の取り組みや学校園と
の連携、利用後アンケートを継続し、ニーズに
合わせた巡回訪問支援の実施を引き続き目指す
必要がある。

A

巡回訪問を申し込む部署の声をしっかり聞
き、市長部局とも連携しながらしっかりと
巡回の取り組みを継続してほしい。

令和4年度 令和5年度

A

巡回訪問支援の実施には、熟練した技術の
修得と、連携先のニーズを把握し、現場の
状況に合わせた提供が重要である。地域の
教職員等、子どもの支援に関わる職員のス
キルアップを図るには多くの時間を要する
が、一定の効果は出ている。

この取り組みで得られた情報を、デジタル
化しデータベースで共有化していくことも
今後考えてはどうか。現場の方がこの取り
組みに期待し、訪問支援が機能していると
いう点で評価できる。この取り組みをより
有効活用していくために、巡回訪問に携わ
る側の声を聴いていくことも取り入れると
よい。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

事業計画及び評価指標①に記載の「巡回支
援訪問」を「巡回訪問支援」に文言変更し
ました。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

03 発達相談・療育の充実

01 教育・福祉・保健が一体となった発達障がい者支援施設

教職員や保護者等に対し、発達障がい等に関連した研修や普及・啓発活動を行います。奈
良県立医科大学附属病院と連携し、教職員や保護者等を対象に医療的な知見からみた相談
を行います。また、発達障がいの理解促進のため、一般市民向けの講演会も開催します。

支援者の発達障がい等に関する理解を高め、支援技術の向上を図ります。

教職員等の発達障がい等についての理解度（アンケート）

１００％ １００％ １００％ １００％ １００％

１００％ ９４％ ９９％

こども発達支援課　

〇 〇

・教職員向け講座（夏の学びカフェ）の開催、自立活動
に活かせるSSTについてグループワークの実施、幼稚園や
特別支援学級等の実践事例の共有を受けるなど、参加者
が担任ならどのように活動や授業を進めるかの視点で話
し合う機会をもった。
・教職員向けの研修会では認知行動療法に関する講演、
一般市民向け講演会では2名の自閉症児の保護者による講
演を行い、いずれもアンケートにおいて理解が深まった
との声や明日への活力となったという声があった。
・保護者や教職員等を対象に、小児科・精神科の医師、
看護学科教授による相談を実施し、また教育相談と相互
につなげることで保護者支援へつながった。
・相談の機会を必要としている保護者・支援者へ継続的
に情報を届けることで予約が数か月先まで埋まる状況と
なり、必要な親子に対して専門的に介入することができ
た。

・教職員向け研修会の実施にあたっては、
教職員にとって参加しづらい、管理職にと
って参加を呼びかけにくい日程となってい
る。
・医師等の相談は時期と内容を加味して日
程を設定したり、継続的に相談枠の情報を
届けたことで、保護者や支援者の利用が少
しずつ増えてきたが、さらに利用しやすい
設定を目指す必要がある。

・教職員向け研修会の実施時期を次年度は
夏休み初日に変更する。
・医師等の相談は、時期と内容を加味して
日程を設定することを継続し、教職員への
周知をより充実させるために、実施日程が
決まり次第校務支援システムに掲示し予約
待機が発生しない対応を行う。

0210

令和4年度 令和5年度
・教職員向け講座（夏の学びカフェ）や研修会で
は、自立活動・授業研究等の実践的な内容や、作
業療法士の視点から、事例を通した具体的な支援
内容で実施した。一般市民向け研修は、就労支援
の講師より、進路や仕事、幼少期からつけたい力
や習慣についての講演を実施した。いずれも、ア
ンケートにおいて理解が深まったとの声が寄せら
れた。講演等で得た支援技術は、公開できる範囲
で教育現場での活用を行った。
・保護者や教職員等の支援者を対象に、小児科・
精神科の医師、看護学科教授による相談を実施し
た。医学的な知見の助言を受け、日々の関わりや
受診利用の判断等の参考となっている。

・教職員向け研修は、事例を挙げてから講
演をしてもらう形が好評であったが、対面
式での実施にあたっての感染予防の工夫と
して広い小学校の体育館で実施したため、
大雪で参加者にも小学校にも大変苦労をか
けることとなった。開催場所等の再考は必
須である。
・医師等の相談は、前年度の予約状況を見
て各科の相談枠を設定したが、相談予約件
数にばらつきがあり、利用しやすい設定や
設定枠の確保が必要である。

・センター主催の研修会（教職員向け、一
般市民向け）は、双方向のやり取りを大切
にするため対面式での研修を工夫して行い
、開催場所を検討していく。
・医師等の相談は、相談件数が多い時期と
少ない時期を精査し、利用者のニーズに合
った相談日程を組んでいく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

教職員向け講座、一般市民向け研修会は理
解が深まったとの声と共に、多数の前向き
な声が寄せられた。医師等の相談について
も、相談件数が増加し、保護者や関係職員
が教育と医療という複数の視点から話が聞
けて良かったとの評価を受けけていること
から、目標がおおむね達成していると判断
し、評価した。

A

インプットとしては上手くいっていると思
うが、アウトプットカムについてどうやっ
て見ていくのか、次回は現場の声を聴いて
欲しい。

令和4年度 令和5年度

B

教職員向け講座、一般市民向けの研修会は
理解が深まったとの声が寄せられているが
、対面形式で安定的に研修実施を行ってい
く必要がある。医師相談についても日々の
支援方法の助言を受けることができ関わり
の参考となっているが、相談予約状況にば
らつきがあり、利用しやすい体制整備を行
う必要がある。

アンケート結果を見ると評価Aではと思う
が、システムにおいて工夫がいるという点
でBとの判断は理解した。相談はどんなに
工夫をしてもミスマッチは起こるので、学
校生活と相談内容の傾向を分析し、この時
期にはこの相談を受け付けると発信してい
くことや、軽い相談にはデータベース化し
て対応し、難しい相談に対しこの相談枠を
紹介するといった工夫も取り入れてはどう
か。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

03 発達相談・療育の充実

02 ライフステージに合わせた切れ目のない支援

子どもの成長過程により、必要とされる支援も変化します。療育に重点を置き、各成長段
階に適した支援者が、ライフステージ移行の時期に行う相談や会議等に関わり、協働した
きめ細かな療育支援を行うことで、一人ひとりの成長に合わせた適切な支援に移行するこ
とができます。

ライフステージ移行の安定は、就学前からの早期療育が土台です。ライフステー
ジの移行に合わせ、各専門職による個々の特性が理解された支援を継続します。

成長段階に合わせた支援の保護者満足度（アンケート）

８０％ ８５％ ９０％ ９５％ ９５％

８２％ ８１％ ８７％

こども発達支援課　

〇 〇

・個々の所属先での支援と療育内容について、保育所（園
）・幼稚園や就学予定校などの関係機関等と情報交換を行
うことで、安定した地域での集団生活につなげることがで
きた。
・幼児療育教室では所属園のある教室利用児や教室終了児
に対して保育所・幼稚園への参観及び情報交換の場を設け
、教室終了後のフォローを行うことで、保護者の安心感が
高まった。
・保護者等からの依頼に加え、かしの木園からの提案での
ケア会議も積極的に設定した結果、情報が共有され適切な
療育につながった。
・就園時の情報引き継ぎ会議や相談支援事業所とのモニタ
リングや連携会議等を実施し、支援が適切に継続できた。
・ケア会議・参観の場面で適宜オンライン等でのやり取り
に加え、関係機関との連携時には対面での対応を主として
行うことで、内容の理解度や、現場の温度感を感じながら
のやりとりができ理解の度合いが深まった。

・各園との情報交換の際には、センターの
職員が保護者から得た情報を整理し、円滑
な情報伝達に努めているが、関係機関との
連絡調整や会議の実施枠の確保に時間を要
する。

・対応可能な人員の増加、非対面での業務
（オンライン会議・メール・チャットなど
）の積極的な活用などを継続して行い、業
務時間の削減、連携時間を確保する。
・関係機関とのやり取りの際は、対面での
直接的又は保護者を通じた情報交換の緊密
な実施や、研修や学びあう機会（ケース検
討会議等）を通じた職員間の共通理解の向
上といった取り組みを継続して行う。

0220

令和4年度 令和5年度
・就園又は就学先の職員とセンターの職員
が一緒に子どもの様子や療育を観察し、特
性や発達の状態像、心身の状態の情報交換
を行い、支援内容を検討・共有することで
、子どもが次の地域生活の場で難渋しない
ようにする支援に取り組んだ。
・関係機関との連携は対面で行うことを主
としているが、連携の時間が合わない場合
は、chromebookやメールを使用した会議を
行った。オンライン会議を行うことで、場
所や時間の制約がなくなり参加できる人数
が増えた。

・センターの職員が保護者から得た情報を
整理し、円滑な情報伝達に努めているが、
引き続き関係機関との連絡・調整に対応す
る時間、会議等の実施枠の確保が必要にな
ることや、就園又は就学先の職員と子ども
の特性や支援方法に共通理解を得ることの
難しさがある。

引き続き、連携の時間を、定例的な年間予
定と適時の取組みを整理して業務シェアを
行うなど、対応できる職員や方法を増やす
ことで調整し、時間を捻出しやすくするこ
とや、オンライン会議の導入が可能な場面
には取り入れることを継続する。また、普
段から直接的又は、保護者を通しての情報
交換の連携を密に行うことや、研修を通し
て職員間の共通理解を高めることも継続し
て行う。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

ライフステージ移行に係る情報連携の安定
的な実施に向けて、時間の捻出を工夫しな
がら、それぞれの移行時期のタイミングで
取り組むことができた。保護者のアンケー
ト結果で満足度も一定の高評価を得ており
、目標値には若干届いていないが、ほぼ目
標を達成していると判断し、評価した。

A

就学前から就学後について、スムーズな情
報共有は継続して取り組んで欲しい。次の
ライフステージへ進む方が安心出来ること
が大切だと考える。引き続き幼少期から就
学期において現場の先生と連携できるとよ
い。

令和4年度 令和5年度

B

ライフステージ移行に係る情報連携の安定
的な実施に向けて、時間の捻出を工夫しな
がら取り組んでいるが、関係機関の状況や
保護者のニーズに合わせて、センター内で
の通常の相談支援・療育業務を行いながら
連携を進めていくためには、より一層のセ
ンター内業務の計画的・効率的な実施や、
業務シェア、職員間の共通理解の向上に努
めていく必要がある。

アンケートの評価は悪くないが、システム
としてまだ充足できていないということで
のB評価。かなり努力はしていると思う。
ある程度問題なければAでと思う。いろい
ろな機関と情報共有していることは市とし
ての売りと思われ、この市に住むメリット
にもなっているので、このシステムを利用
していない人にも、子育てしやすい町であ
るということで認知度を広げていくとよい
。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

04 人権教育の推進

01 各学校・園における人権教育

より丁寧な人権教育の推進を図るための人的支援として、それぞれの学校事情を鑑みて市
内小中学校に児童生徒支援教員を配置します。児童生徒支援教員を対象に、研修会を毎月
１回を目安に実施し、様々な人権課題に対する知識と児童生徒理解の力を深めます。

児童生徒支援教員の技量を高める等、人権教育の充実を図ることで、子どもたち
の規範意識を高め、いじめのないなかま集団づくりを進めます。

全国学力学習状況調査のⅠ「いじめはどんな理由があってもいけないことだと思いますか。」の質問項目
に対する「はい」の回答割合

96.9%(小)/96.3%(中) 97.1%(小)/96.5%(中) 97.3%(小)/96.7%(中) 97.5%(小)/96.9%(中) 97.7%(小)/97.1%(中)

96.9%(小)/96.3%(中) 97.1％(小)/96.5％(中) 96.8％(小)/95.1％(中)

人権・地域教育課　

〇

全国学力学習状況調査のⅡ「学校に行くのは楽しいと思いますか。」の質問項目に対する「はい」の回答
割合

81.8%(小)/76.1%(中) 82.3%(小)/77.1%(中) 82.8%(小)/78.1%(中) 83.3%(小)/79.1%(中) 83.8%(小)/80.1%(中)

81.8%(小)/76.1%(中) 87.5(小)/80.2%(中) 87.8%(小)80.7%(中)

・市児童生徒支援教員を９名配置。学校の実態
に応じ、１つの小学校の配置変更を行った。ま
た、自尊感情や生徒指導等のテーマで年間１４
回の研修会を行い資質向上に努めた。
　「なかまづくり」「自尊感情の醸成」等の観
点から、規範意識を高め、いじめのないなかま
集団づくりを推進をめざして関西外国語大学明
石一朗教授を招き「子どもが安心できる学校づ
くり」の演題でまた、奈良県人権保育研究会大
寺和男会長を招き「子どもの育ちと学びをつな
ぐ」との演題で研修会を開催した。市内各校園
所から５０名以上の参加もあった。

・市内小学校１６校、中学校６校に対して
、市児童生徒支援教員が９名しかいない。
各学校からの要望も強く、人員が不足して
いる状況である。

課題対応には①人員増と②資質向上の２つ
の観点からのアプローチを試みる。
①令和４年度と同じ人数（９名）の児童生
徒支援教員を確保することができたが、各
学校からの配置要求に対して十分に応える
ことができていない。人員増を図りたい。
②資質向上については、なかま集団づくり
や自尊感情の醸成などの普遍的な価値に対
する事業の継続に努める。また、不登校や
「学力」向上など令和５年度にはなかった
テーマ設定での幅広い視点からの研修会を
計画するなど事業の発展にも努める。

0230

令和4年度 令和5年度
・児童生徒支援教員を９名配置。学校の実情
に応じ、1小学校において配置変更を行った。
・年間１３回の研修会を実施。なかま集団づ
くりや生徒指導など多様なテーマで研修を行
い、学習時間や子どもたち同士のトラブルの
場等様々な場面で対応力の向上を図っている
。規範意識の向上やなかまづくりの推進、自
尊感情の向上など、様々な人権教育の視点か
ら子どもたちへの支援を行っている。
・元大阪教育大学教授園田雅春氏を招聘し『
自尊感情を育てる授業・学級づくり』との演
題で研修会を開催。市内各校園所から６０名
以上の参加があった。

・市内小学校１６校、中学校６校に対して
、児童生徒支援教員が９名しかいない。引
き続き、各学校からの要望も強く、人員が
不足している状況である。

・R３年度と同じ人数（９名）の児童生徒
支援教員を確保することができたが、各学
校からの配置要求に対して十分に応えるこ
とができていない。人員増を図りたい。
・自尊感情を含む人権教育はすぐに成果が
出るものではない。R５年度も関西外国語
大学教授明石一朗氏を招聘し『子どもが安
心できる学校づくり～子どもの自己肯定感
を高め仲間とつながる集団づくり～』との
演題で研修会を計画するなど、事業の継続
に努める。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・児童生徒支援教員の研修会を年間１４回
実施することができた。大きなテーマであ
るなかま集団づくりや自尊感情の醸成等の
テーマについても、関西外国語大学明石一
朗教授や奈良県人権保育研究会大寺和男会
長を招聘することができ、教職員保育士の
資質向上につながる事業を実施できたと考
える。

B

子どもが抱える課題が多様化しており、研
究のテーマ設定も難しいと考える。そうい
った中で、現在の評価指標は課題としてい
る児童生徒支援教員の増員には結びつかな
いので、児童生徒支援教員の働きをアピー
ルして、そのことを増員につなげることも
一つの方法である。

令和4年度 令和5年度

B

・児童生徒支援教員の研修会を年間１３回
実施することができ、資質向上につなげる
ことができた。
・R3年度実施の全国学力学習状況調査を踏
まえて事業を計画することができた。しか
し、人権教育は多様ですぐに成果が目に見
えるものではなく、今後も継続して積み重
ねを大切に進めていきたい。

評価指標に９７％がいじめはいけないと回
答しており、この数値がそんなにどんどん
動くとは思えない。また、実態として一定
数いじめが起こっているという実態との乖
離について着目し、具体的ないじめ事例の
再蓄積などを大切にするのも一つの手法で
ある。

評価指標②はもっとダイレクトな指標の方
が良いのでは。例えば毎年、県が実施して
いるいじめのアンケートがあって、いじめ
に関する非常にダイレクトな質問項目もあ
るので、これを指標としてもいいのではな
いかと思う。

指標に関して、人権的課題に関して支援教
員を配置しており、楽しいと感じて自己肯
定感が図られる指標ということで評価指標
②を設定した。より適切な指標も検討して
いきたい。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

04 人権教育の推進

01 各学校・園における人権教育

学校・園の教職員に対し、人権課題の多様化を踏まえた研修を計画的に実施することで人
権意識の向上と知識の深化を図ります。また、学校・園の人権課題にきめ細やかに対応す
るため、学校・園の要請の依頼があれば随時授業観察と指導助言を行い、課題解決に取り
組みます。

要請訪問を充実させることで学校・園の取組みの充実を目指します。

要請訪問の実施回数

5回 ６回 ７回 ８回 ９回

13回 21回 ２５回

人権・地域教育課　

〇

研修会の参加者アンケート「今後の教育活動に活かすことができるか」に「はい」と答えた割合

- - 95％ 95％ 95％

- - ９８％

・年間５回、教職員保育士に対して人権課
題についての研修会を開催した。研修会の
振り返りシート等の集約からは各回ともに
９０％以上の満足度を得ることができた。
・研究指定事業にて授業・保育の観察をし
、それを受けて助言を行う各校園からの要
請訪問を２２回実施した。
・それ以外に教職員保育士対象の校園内研
修を３回行った。３回の校園内研修では各
回ともに８０％以上の満足度を得ることが
できた。

・研究指定事業について要請訪問の回数は
増えたが、指導主事が１名のため事業が重
なった結果、要請に対して訪問できなかっ
たことが２回あった。
・５回の研修会には合計１１１名の参加が
あった。人権教育の更なる充実のためには
参加者が増えることが一つの道筋である。
参加者増につながる研修会の企画立案をめ
ざす。

・担当課の指導主事の増員について対応を
考えるのは難しいが、３回の校園内研修で
は一定の評価を得ている。事前に計画され
ている研修もあるが、学校や園の状況で急
な依頼があることも実態である。短い準備
期間で職員の資質向上につながる研修を行
うためにも、課員の研修の充実も図ってい
く必要がある。
・年間５回の研修会では３年続けて高い満
足度を得ることができている。次年度も講
師との丁寧な打ち合わせを行うことで内容
の充実につなげ参加者増をめざす。

0240

令和4年度 令和5年度
・年間５回、教職員に対して様々な人権課
題についての研修会を開催した。
・研究指定事業にて授業・保育の観察をし
、それを受けて助言を行う各校園からの要
請を１４回行った。
・それ以外に教職員対象の校園内研修や保
護者向け講演会などを７回行った。

・年間５回行った研修会の振り返りシート
等の集約からは各回ともに８０％以上の満
足度を得ることができた。予算の都合上１
回は当課職員が担当したが、可能な限り多
様な研修会を提案していくことが必要であ
る。
・要請訪問を行うに当たり、新型コロナウ
イルス感染症の影響をあまり受けなかった
ので、特に研究指定事業についてはきめ細
やかな対応につながっている。

・今後も人権意識の向上と知識の進化につ
ながるよう研修会を開催していく。また、
開催方法も、８月までの研修は新型コロナ
ウイルス感染症の影響も考え、オンライン
と来場を組み合わせて開催したが、参加者
同士のディスカッションを取り入れる研修
が増えてきているので、可能な限り集合研
修で計画を進めたい。
・要請訪問については各校園の課題につい
てテーマが設定されている。どのようなテ
ーマであっても有意義な研修にするための
対策として当課職員の研修も進めていく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

主催した研修会と要請訪問のアンケート結
果から一定人権教育の推進を積み重ねるこ
とができていると考える。

B

人権課題が多様化している中で、すべての
人権課題に精通した担当者の育成は困難だ
と考えるので、個別の人権課題に専門的知
識を有する人材を育成することも一つの方
法である。
また、人権感覚は時代とともに変わるので
、地道に人権課題の研修を継続していく必
要があり、オンデマンドで動画視聴できる
などのデータベース化ができれば、教職員
が知りたいときに各種の人権課題の研修を
参照できるので、構築を検討されたい。

令和4年度 令和5年度

B

R3年度は全国学力学習状況調査が実施され
た。その結果を踏まえてR4年度は自尊感情
をテーマにした研修会を設定するなど実態
に応じたテーマ設定ができた。

人権教育の研修をデータベース化すること
で、教職員が必要な時に必要な情報にアク
セスすることができるシステムの構築。わ
が国で遅れているといわれる男女の問題や
LGBTQなどについて、大人の方が偏見を持
っている。まず指導者が自分の中にもそう
いう偏見や差別する気持ちがあるのだとい
うことを前提に考え直していくような研修
や取り組みが重要である。

令和4年度の課題に『年間5回行った研修会
の振り返りシートで80%以上の満足度を得
ることができた』とあるが、これも評価指
標になるのではないかと思う。

評価指標②を追加
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

04 人権教育の推進

02 地域社会とともに目指す人権教育

社会教育関係団体人権教育リーダー研修会を中心に、各種研修会を開催し、地域の人権教
育リーダーを育成します。

多様な学びの場を提供し、人権教育の機会を充実させることで地域の人権意識を
啓発し、講師団講師を中心とした人権教育リーダーが学校や地域の様々な場で活
躍することを目指します。

社会教育関係団体人権教育リーダー研修会参加者の理解度（アンケート）

６５％ ７０％ ７５％ ８０％ ８５％

69％ 91％ 90％

人権・地域教育課　

〇

・社会教育関係団体人権リーダー研修会と
家庭教育講演会を性の多様性のテーマで開
催することができた。
※事業０２４０の学識経験者から性の多様
性をテーマにした事業の必要性をご指摘い
ただきました。教職員を対象にした研修会
は過去に複数回開催していること、上記２
つの研修会にも教職員保育士の参加がある
こと、保護者にも広く啓発したいとの教育
委員会の思い、以上の３つの理由からこち
らの事業で取り組みを進めました。

・アンケートからは過去３年間一定の高い
満足度を得ることができているが、学識経
験者のご意見として研修を受講した方がリ
ーダーとしてどのようなアクションをされ
ているのかを読み取れるようなシステムの
構築についてご意見をいただいており、追
跡調査等の具体的な対応ができていない。

・次年度の社会教育団体関係人権リーダー
研修会のアンケート用紙に、過去３年間の
参加の有無と参加があった場合の活用につ
いての質問項目を盛り込むことを検討する
。

0250

令和4年度 令和5年度
・格差の拡大は人権課題の大きな課題のひ
とつである。格差から生じる様々な人権課
題について多くの方に学んでいただくため
、生田武志氏を招いて『貧困と野宿を考え
る』との演題で研修会を開催した。
・講師団講師研修会を開催し、人権につい
て学ぶ機会の提供に努めた。

・R4年度の研修はアンケートからも有意義
な研修会であったことが分かる。
・年間の研修は年度当初にテーマを設定し
たうえで計画を立てているが、講師の日程
や条件等により、当初の計画通りに実施で
きないものもあった。

・人権教育課は人権・地域教育課となった
ことで社会教育係とも連携をさらに強化し
、人権教育を広げていくことに取り組む。
具体的にはPTAや家庭教育への啓発や発信
に人権教育の視点を取り入れていく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・アンケート結果と受講した当課職員が研
修内容を活かした地区別懇談会を開催した
ことから、当課の発信は有意義であったと
考える。

B

事業の成果を見るためには追跡調査が必要
であり、具体的に調査をすることは難しい
と考えるが、次回の研修会でアンケート項
目を工夫されるということなので、今後の
結果を見たい。
研修会で、人権教育リーダーとして活用・
活躍できるような具体的な事例を示すこと
も一つの方法である。

令和4年度 令和5年度

B

・研修会の満足度も９１％と高かったが、
記述にも「子どもの貧困についての聞きた
い」「橿原市の貧困について知りたい」「
ひとり親家庭で生活に困った事でも乗り越
えてきたお話を聞きたい」などがあり、『
貧困』という見えにくいテーマを参加者が
身近に感じたことがうかがえた。

このアンケートの結果だけではなく、その
リーダーの誰がどんなふうなアクションを
されたのかといった関係を何か読み取れる
ようなシステムを構築しないと、アンケー
トの結果はよかったが、リーダーの方が研
修を受けて、はい終わりました、では不十
分だと考える。

令和3年度の課題に『研修会を実施したこ
とが良かったという感想は100%であったが
、その内容を今後に活用できそうかの項目
になると69%』とあるが、これも評価指標
になるのではないかと思う。

（総合教育会議委員のコメントに対して）
R3度課題の表記は、評価指標①の実績につ
いて記載したもの。「今後に活用できそう
かの項目」の記載は、評価指標に記載の「
理解度」のこと。よって、評価指標①のこ
とであるため指標の追加・見直しはしない
。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅰ就学前の保育・教育、学校教育

04 人権教育の推進

02 地域社会とともに目指す人権教育

橿原市人権教育研究会や橿原市人権教育推進協議会に補助金を出し補助すること等により
、フィールドワーク等の研修会を充実させ、教職員・保育士や地域の方への地域学習の学
びの場を提供します。

教職員・保育士や地域人材の育成を図ることで、子どもたちがより深く地域の歴
史や文化を学ぶことを目指します。

フィールドワークや街づくりに関する研修会等への参加人数

１００人 ２００人 ３００人 ３５０人 ４００人

120人 1８0人 ３７８人

人権・地域教育課　

〇

・橿原市人権教育研究会はフィールドワー
クを含む地域教材に関わる研修会を４回開
催し１３３名の参加があった。
・人権教育推進協議会はフィールドワーク
３回を含む地域に関わる研修会を７回開催
し２４５名の参加があった。

・全１１回の研修会を70歳前後の３名の講
師（１名は講師団講師）が担っている。事
業の継続と拡大につながる人材の確保と育
成を進める必要がある。

・当課の事業についても地域教材に関わる
学びの場の提供を検討する。
・講師団講師研修会でのフィールドワーク
の開催を検討する。

0260

令和4年度 令和5年度
・橿原市人権教育研究会は人数制限を設け
ながら可能な範囲で、フィールドワークを
含む各種研修会を実施した。特に前年度の
課題であった２つの地区でのフィールドワ
ークについては、R2・R3年度に未受講であ
った会員全員が受講できるよう人数制限を
設けながら合計８回実施した。
・橿原市人権教育推進協議会は、３つの地
区で地区別懇談会もしくはフィールドワー
クと研究集会を行うことができたが、コロ
ナ禍でストップしていた活動を大きく復活
の方向に向かわせることはできなかった。

・R3年度の課題を克服した人権教育研究会
に対して人権教育推進協議会の方は活動の
回復が遅れた。一因として、参加してくだ
さる方にご高齢の方が多いという実態があ
り、オンライン研修の導入など難しかった
。

・人権教育推進協議会の活動は、管外研修
の復活なども踏まえ、新型コロナウイルス
の感染状況を見極め、可能な範囲で活動の
再開をめざす。
・フィールドワークの取組は学識経験者か
らも評価をいただいており、なにより座学
では学ぶことのできない貴重な学習の場で
あることから継続実施に努めたい。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・人権教育研究会は計画性と継続性を持っ
て事業を展開していると考える。
・人権教育推進協議会は新型コロナウイル
ス感染症が５類になったことを受け、地区
別懇談会を中心に積極的に事業を展開する
ことができたと考える。

B

研修参加者が増加傾向にあり、良い取組だ
と考える。参加者増から経験豊富な講師３
名の方の話がとても良いことが推察される
。課題の講師の後継者について、一緒に取
組をしてくれる人を見つけることが大切で
ある。

令和4年度 令和5年度

B

・人権教育研究会の活動は人数制限があっ
たものの、R3にあった中止はなく活動する
ことができた。
・人権教育推進協議会は小学校区での活動
を復活させることはできなかったが、市単
位の活動でR3年度は書面決議であった総会
や中止であった研究集会を開催することが
できた。

いつも限られた方だけが学ぶのではなく、
いろんな方が学ぶ機会を得て学んでいくと
いう仕組みがいい。一人のリーダーが大体
どれぐらいの人に伝わるのかを考え、いろ
んな職場職域団体からリーダーを選んでい
くとそれが広がっているのが数的にも見え
てくるというようなことがあるので、その
ような評価の仕方もある。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

01 生涯学習・社会教育の推進

01 次世代を担う子どもたちに必要な「生きる力」の育成

青少年の非行などを未然に防止するため、関係機関や団体等と連携をとりながら、登下校
や祭礼時の巡回・巡視活動、有害環境の浄化活動に取り組みます。また、青少年の被害を
防止するための広報啓発活動を行います。

家庭・学校・地域が一体となり、青少年の安全確保と健全育成のための環境を整
備します。

巡回・巡視回数（下校時、朝・夜巡回、のべ回数）

200回 200回 200回 200回 200回

286回 232回 210回

人権・地域教育課　

〇

街頭指導活動として、下校時巡回指導を86
回、朝巡視指導を28回、夜巡視指導を19回
、休業中の見守り活動を35回実施した。人
員減に伴い、巡回回数は減少しているもの
の抑止効果などは維持できているものと考
える。青少年指導委員（170名）の協力の
もと、校区ごとに巡回指導をのべ42回実施
した。有害環境の点検・浄化活動は、関係
機関の協力のもと、市内６店舗で実施し、
陳列の改善指導などを行った。

青少年が契約行為など、SNS等を通じたト
ラブルや犯罪に巻き込まれる青少年の増加
が懸念される。今後も、犯罪に巻き込まれ
ないための啓発活動に取り組んでいく必要
がある。

SNS等を通じたトラブルや犯罪に対応する
ため「インターネットリテラシー向上のた
めの講習会」を実施し、青少年指導委員へ
の啓発に取り組んだ。

0270

令和4年度 令和5年度
業務の効率、集約化を図り、青少年センタ
ーの職員をR3年度の4人から、R4年度は3人
に見直した。街頭指導活動として、下校時
巡回指導を86回、朝巡視指導を30回、夜巡
視指導を35回、休業中の見守り活動を40回
実施した。人員減に伴い、巡回回数は減少
しているものの抑止効果などは維持できて
いるものと考える。青少年指導委員（227名
）の協力のもと、校区ごとに巡回指導をの
べ41回実施した。有害環境の点検・浄化活
動は、関係機関の協力のもと、市内５店舗
で実施し、陳列の改善指導などを行った。

成人年齢の引き下げに伴い、契約行為など
、SNS等を通じたトラブルや犯罪に巻き込
まれる青少年の増加が懸念される。今後も
、犯罪に巻き込まれないための啓発活動に
取り組んでいく必要がある。引き続き、青
少年を取り巻く社会状況に応じ、業務の見
直し、改善を図っていく必要がある。

SNS等を通じたトラブルや犯罪に対応する
ため「インターネットリテラシー向上のた
めの講習会」を実施し、青少年指導委員へ
の啓発に取り組んだ。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

コンビニなどでの有害図書の陳列・販売な
どに関する対策についても検討いただきた
い。

巡回・巡視の回数は減ったものの、目標値
以上の回数を実施することができた。街頭
指導は抑止効果の面から、場所や回数の検
討は必要であるが引き続き継続すべきと考
える。研修については、研修に参加しない
方々へ、どのように啓発活動を行っていく
か検討する必要がある。

B

巡回・巡視活動を効率よくやるために、防
犯カメラを増加させてはどうか。評価指標
の巡回・巡視回数が、課題であるSNS等の
インターネットリテラシーの向上には直接
結びつかないのではないか。なお、大人の
方がSNS等の何に注意し、どういった犯罪
に結びつくのか分からないというところも
あるので、そういう事例を共有することも
大切である。

令和4年度 令和5年度

B

巡回・巡視については人員減があったもの
の、目標値以上の回数を実施することがで
きた。街頭指導は抑止効果の面から、場所
や回数の検討は必要であるが引き続き継続
すべきと考える。研修については、研修に
参加しない方々へ、どのように啓発活動を
行っていくか検討する必要がある。

青少年の非行や犯罪に関しては、近年、複
雑化している。薬物問題等は大きな問題で
あるので警察や児相なども含めて大きな連
携体制をとるべきで、情報を共有してつな
ぐなど、未然に防ぐ取り組みが重要。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

01 生涯学習・社会教育の推進

01 次世代を担う子どもたちに必要な「生きる力」の育成

青少年とその保護者が抱える悩みに対する相談活動を実施し、助言、指導を行うとともに
、関係機関と連携することにより、問題解決を図ります。

家庭内だけで抱え込まず、相談することのできる場を整えることで、問題の解決
につなげます。

相談終了者の割合

70％ 70％ 70％ 80％ 80％

25% ー ー ー ー

人権・地域教育課　

〇

相談件数

ー 20件 25件 30件 35件

ー 13件 23件

相談業務は平日（月・水・金）の9時から1
6時まで実施。利便性向上のため、メール
での相談も開始した。幼・小・中学校を通
じて、園児・児童・生徒およびその保護者
に対し、案内チラシを配布している。その
結果として、年間相談件数は23件だった。

青少年センターだけで解決できるものでは
なく、他機関、関係部署につないでいくこ
とが不可欠であると考える。

相談内容が健康、福祉、貧困など多岐にま
たがっており、相談内容に応じて連携を必
要とする機関を紹介するため、都度情報を
蓄積する。

0280

令和4年度 令和5年度
相談業務は平日（月・水・金）の9時から1
6時まで実施し、年間の相談件数は、13件
であった。丁寧な聞き取りを行うため、直
接お話ができる面談・電話での相談のみだ
ったが、利便性向上のため、メールでの相
談も開始した。相談業務の周知は、幼・小
・中学校を通じて、園児・児童・生徒およ
びその保護者に対し、案内チラシの配布を
行っている。

多くの相談内容が、青少年センターだけで
解決できるものではなく、他機関、関係部
署との連携が不可欠である。

相談内容が健康、福祉、貧困など多岐にま
たがるものについては、他部署との連携が
不可欠であることから、市としての窓口の
在り方について、庁内の関係課で協議を進
めている。R4年度においては相談内容に応
じ、連携を必要とする機関を紹介する形で
対応。
また、R5年度から相談業務を周知するチラ
シも、よりソフトなデザインに見直し、気
軽に相談いただけるような雰囲気作りに努
めている。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

青少年センターだけで解決できない相談内
容もあり、他部署や関係機関につないでい
る。相談件数も増えており、相談窓口の一
つとして認知されていると感じている。

B

メールで相談できるようになったが、子ど
も達が活用しているLINEでも相談できるよ
うに検討を進めてもらいたい。ここが一つ
の相談窓口として認知され、より気軽に相
談できて、その次へと橋渡ししてくれると
分かってもらえれば、機能していくと思わ
れる。

令和4年度 令和5年度

C

青少年センターだけで解決できない相談内
容が多いことから、庁内の他部署と協議を
進めているが、体制の構築には至っていな
い。
チラシの効果によるものか分析はできてい
ないが、R５年度になり相談件数が増加し
ている。

メールでの相談は、相談のしやすさとして
継続するべきで、デジタル化を利用するな
ど、もっと相談しやすさを工夫するべきで
ある。指標の相談修了者というのは、評価
が難しい。電話等で解決できなくても、次
に紹介するなど連携の仕組みを作り、悩み
受けて止めてもらえたと思ってもらう。橿
原市は相談しやすくなったなど、相談窓口
が機能しているというのが普及すれば相談
件数は増える。解決と書かず、継続とか、
繋いだとか、どのように展開したかなど、
記録を工夫してください。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

評価指標①について、相談内容により「相
談終了」と位置付けることが難しいため、
評価指標を②に変更する。相談窓口機能の
周知向上による相談件数の増加を目指す。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

01 生涯学習・社会教育の推進

01 次世代を担う子どもたちに必要な「生きる力」の育成

地域社会における青少年の健全育成を推進するため、地域の青少年育成団体の活動を支援
するとともに、地区公民館を活用して大人との交流事業を実施します。青少年が地域内の
様々な人と触れ合い、交流することを通じて人と人との繋がりを強化し、様々な体験・学
習をすることのできる居場所づくりを進めます。

様々な交流や体験を通し、社会の一員であることの自覚を醸成することで青少年
の健全育成と社会参加への意識を培います。

生涯学習、社会教育事業への参加者数（子どもの延べ参加者数）

1,000人 1,500人 3,000人 3,500人 4,000人

792人 2,580人 3,684人

生涯学習課　

〇

地域の社会教育活動を支援、推進すること
により、地域の中に子どもたちの居場所が
形成されるよう、継続して事業に取り組ん
でいる。R５年度においても地域での世代
間交流に重点を置き、各地区の状況に応じ
て事業を実施。R５年度は８地区でのべ１
２０回、子どもの参加はのべ3,684人であ
った。

前年度からの課題であるが、事業推進の主
体となる地域生涯学習推進委員の高齢化及
び担い手不足が課題となっている。

地域生涯学習推進委員の活動を支援するた
め、研修会を開催した。研修会においては
、他の地区の事例報告を受けるなどして委
員同士の情報共有の機会を持つことができ
た。

0290

令和4年度 令和5年度
地域の社会教育活動を支援、推進すること
により、地域の中に子どもたちの居場所が
形成されるよう、継続して事業に取り組ん
でいる。R4年度においても地域での世代間
交流を大切にしていただきながら、各地区
の状況に応じて事業を実施していただいた
。R3年度と比較すると、感染症対策への対
応も進み、R４年度は、６地区でのべ73回
、参加は、子ども、のべ2,580人まで回復
した。

R3年度から引き続いての課題であるが、事
業推進の主体となる地域生涯学習推進委員
委員の高齢化及び担い手不足が課題となっ
ている。また、当事業においては体験を主
とする内容が多く、リモートによる開催は
進めることができていない。

生涯学習推進委員の活動を支援するため、
委員だけでなく、地域の方も対象に研修会
の開催することで、人材確保や地域の繋が
りを確保する必要がある。R5年度の事業に
むけた生涯学習推進委員を対象とする研修
会はR4年度末に開催することができた。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

地域生涯学習推進委員の人材確保と支援の
課題は解決できていないが、子どもの参加
者は大幅に増えているので、目標達成に近
いと判断した。

B

社会教育人材の養成は全国的な課題になっ
ている。これから社会教育を担っていく人
をどのように育成していくのか。また、こ
れとは別に社会教育を事業化していく必要
がある。ボランティアでは、社会教育はま
わらない。NPOなど社会教育に携わっている
人たちが、ある程度の報酬をもらいながら
成立していく形が必要になってくる。そう
いう基礎になるようなを社会教育の学びを
推進委員とともに考えていく必要がある。
事業化していこうとしないと若い人はつい
てこない。

令和4年度 令和5年度

B

コロナ禍により規模を縮小した事業もあっ
たが、目標数値は達成できた。引き続き、
生涯学習支援員の人材確保と、事業推進の
ための支援、研修会の実施などの取り組み
を継続していく必要がある。

地域での活動を引き受けてくれるボランテ
ィアの高齢化問題はずっと続いている。後
継者がいつも問題になっている。国は部活
動の地域移行のように地域へ期待している
が、地域の受け皿の量を考慮されていない
。この先、若い人にも参入してもらえるよ
うに事業化し、仕事として成立するように
しないと人材確保は難しい。
また、リモートでも事業を参加できるよう
にするなど、デジタル化を進めるべきであ
る。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

01 生涯学習・社会教育の推進

02 市民の「学ぶ意欲」の支援

中央公民館、地区公民館等において、市民が自主的に学びたいことを学ぶことができる「
地域学級」や「市民公開講座」を実施します。そして、学んだことを地域で活かすことが
できるように、受講者等から「生涯学習推進委員」を養成し、その活動を支援します。

市民が楽しみながら学び、その学んだことを地域に還元することで交流を活性化
し、地域で生き生きと暮らすことのできる社会を目指します。

生涯学習推進委員の活動人数（延べ人数）

350人 350人 400人 420人 440人

133人 270人 460人

生涯学習課　

〇

R５年度も地域における自主的な学びの場
として事業を継続して実施。
R４年度は３地区の実施であったが、R５年
度は４地区でのべ58回、参加者は５７１人
であった。

引き続き、生涯学習推進委員や、事業に参
画いただける方の発掘が課題である。

地域の方と相談しながら人材発掘に努めて
いるが、なかなか成果が出ていない。
受講者が興味を持ち、運営の担い手となる
ような企画の案出をサポートする取組を検
討する。

0300

令和4年度 令和5年度
R4年度も地域における自主的な学びの場と
して事業を継続して実施。
コロナ以前は7地区で実施いただいてたが
、R４年度は、３地区でのべ５０回、参加
者は５２１人であった。コロナ対策のため
事業の中止判断をされる地区がありコロナ
以前の水準には回復していない。

引き続き、生涯学習推進委員や地域の中か
ら事業に参画いただける方の発掘が課題で
ある。また、事業に参加される側について
も、すそ野を広げることが必要である。

事業説明などの機会を通じ、地域の方と相
談しながら人材を発掘に努めるが、なかな
か成果につながらなかった。
イベントの企画、運営に際し、参考となる
ような実践的な研修についてはR4年度に実
施することができた。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

コロナの感染症指定が５類に移行したこと
により、活動回数を増やした地区もあり、
目標値を達成することができたため。

B

生涯学習推進員も収益を得られるような取
組をすることが、高齢者にとってのやりが
いにつながることもある。企業と連携する
など新しい取組をして、刺激を取り入れる
ことも必要である。
元気な高齢者にやりがいを見つけてもらえ
ることが必要である。また教育委員会だけ
ではなく、他部局とも連携し新しく変わっ
ていく必要がある。

令和4年度 令和5年度

B

コロナの影響によりR2年度から事業規模は
横ばいとなっている。R４年度は目標値に
は届かなかったものの地域の方々の努力に
より現状を維持できている。

生涯学習推進委員の役割や活動を見える化
、地域で共有していくことが重要である。
委員の高齢化を嘆くのではなく、高齢化で
あっても活動しやすい、効果的な活動にな
るよう工夫できるよう事例等も共有するべ
きである。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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市長の評価 教育委員会の評価 
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（No.       ） 
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評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

01 生涯学習・社会教育の推進

02 市民の「学ぶ意欲」の支援

高齢者向けには教養、生活文化に健康を加えた講座を、若い世代向けには趣味や教養に関
する講座を開催します。また、国際理解を深めるため、外国語教室や異文化に触れる歴史
文化講座等を開催します。

市民が気軽に参加できる学習機会の場を設けることで、学習意欲やグローバル時
代への対応力の向上を目指します。

受講者の満足度（アンケート）

80% 85% 90% 95% 95%

92％ 96% 96%

中央公民館　

〇

全25の講座等を企画し23の講座等を開催し
た。延べ108回の開催にて1318人の参加が
あった。
高齢者も参加しやすい運動を取り入れた講
座（健康レクリエーションダンス・初級ヨ
ガ・フラダンス等）を開催した。
子どもに対しては、絵画・音感・手品等４
講座を企画した。
また、歴史や健康に対する講義形式の講座
を開催した。

高齢者の健康講座は参加・体験型（・健康
レクリエーションダンス・初級ヨガ・フラ
ダンス等）は、概ね人気があったが、健康
に関する講義式の講座（認知症予防）は、
人気がなかった。
・子ども講座を除きアンケート回答者の約
88％が、５０代以上だった。

高齢者の健康講座については、座学より参
加・体験型を中心に行う。
若い世代の参加者（働き世代）を増やすた
め、休日や夜間の講座を開講する。また、
中高生に対する講座を企画する。

0310

令和4年度 令和5年度
全27の講座等を企画し、22の講座等を開催
した。延べ110回の開催にて1613人の参加
があった。
高齢者に対しては、体を動かすことを含め
た健康講座を企画（自律神経・血圧・フレ
イル等）。また、高齢者も参加し易い、運
動講座（イスヨガ、盆踊り、民謡体操等）
を企画した。
子どもに対しては音楽・プログラミング・
絵画等の４講座を企画。また、親子で体験
できる４講座を企画した。

親子での体験や、子ども向け講座は、多く
の応募があった。健康に関する、講義式の
講座については、開催定員に満たないもの
があった。

応募者確保のため、健康に関する講座につ
いては、参加・体験型を増やす。応募者の
興味をひくため、講義名に具体的内容を取
り込む。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

実績値は目標を上回ったが、一部の講座に
おいて定員に満たなかった。年齢の偏りが
大きかった。

B

講座の機会を提供するということで、市民
の方が求めているものを提供していくとい
うのはよいが、多く来ればよいというもの
ではなく、市民活動に繋がる講座を少人数
でもよいので行ってほしい。余暇として楽
しみ学ぶことも大事だが、課題を見出し、
次に繋がる講座も考えてほしい。また、オ
ンライン等で行い、参加しやすい形で提供
する等、工夫できるところがある。

令和4年度 令和5年度

B

実績値は目標を上回ったが、一部の教室に
おいて定員に満たなかった。

昨年の指摘を取り入れ運営できている。親
子で学ぶものは、県でも応募が多い。若い
親を取り込む。健康に関する講座について
は、需要があると思うので、講座名等の改
善をしていただきたい。また、動作・運動
等の体験型を取り入れる。
保護者のアンケートでは、「プログラミン
グ」「外国語」等が、かなり人気がある。
社会人には、データサイエンスが、リスキ
リングの問題としてニーズが高い。企業と
の連携で可能なら考える。
評価は、Bで妥当と思う。

・人気の高い講座は継続してされていると思うが
、その時代に応じたタイムリーなものも、企画の
中に入れて頂きたい。また理数系を勉強していく
のは大事なことだと思っているので、気軽に数学
の勉強ができるような講座があればいい。
・子どもとその親が対象か、高齢者が対象かの内
容が多い。少し若い人とも一緒にできるようなも
のも考えて頂けたら。
・若い人が参加できるように、パソコンで繋いで
やる、その場に来なくても良い講座をすることも
、一つのアイデアとして提示したい。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

01 生涯学習・社会教育の推進

02 市民の「学ぶ意欲」の支援

公民館を拠点に活動する生涯学習活動団体（サークル）の活動を支援します。その一環と
して美術展覧会を開催し、活動成果の発表の場を設けることで意欲の向上を図るとともに
、新たな参加者の募集に繋げます。

市民の生涯学習・文化芸術活動を盛り立てます。

美術展覧会での出品作品数

175点 200点 220点 240点 250点

0点 175点 0

中央公民館　

〇

公民館利用登録団体（86団体）の協議会が
主催する「橿原市公民館フェスタ」を2日
間開催した。28団体の参加があり、作品の
展示や、日頃の練習成果を発表した。
これらの団体の活動支援のため、団体の情
報を取りまとめ、会員募集をＨＰやリーフ
レットにて情報発信している。また、中央
公民館の貸室利用に対して、先行予約を可
能として、活動の活性に協力している。

美術展覧会については、コロナワクチンの
接種事業で、万葉ホールの利用が、不透明
だったため、使用を断念した。
また中央公民館では、広さや展示器具が、
美術展覧会の展示会場にそぐわないと判断
し次年度に開催を延期した。

コロナワクチンの接種事業が一段落し、次
年度には万葉ホールが使用出来る見込みで
ある。
また、次年度より万葉ホールに席を置く生
涯学習課が主に、美術展覧会を執り行ない
、中央公民館が協力する。

0320

令和4年度 令和5年度
公民館登録団体（87団体）の協議会が主催
する「橿原市中央公民館フェスタ」を実施
。27団体の参加があり、作品展示や活動成
果の発表を2日間実施。
第65回橿原市美術展覧会を、新たな会場と
して、中央公民館にて実施。5部門（日本
画・洋画・書道・写真・彫塑工芸）で175
点の出品があった。

美術展覧会の作品展示において、パネル不
足による展示場所の確保に苦慮した。
出品数が目標以下であった。

展示場所確保のため、パネル・吊下げ具等
のハード面を充実する。
出品数の増加のため、広報を考える。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

美術展覧会については、開催できなかった
が、橿原市中央公民館利用団体協議会を支
援し、橿原市中央公民館フェスタを開催し
た。

C

美術展覧会を行おうとしたが、前回、中央
公民館で行った時の市民の反応で、万葉ホ
ールが使えないため今回は見送ったという
ことはいい経験だったと思う。これにより
場所が大事であるという市民の意向が確認
できたことはよかったと思う。

令和4年度 令和5年度

B

橿原市中央公民館利用団体協議会を支援し
、橿原市中央公民館フェスタを開催。
橿原市中央公民館にて、橿原市美術展覧会
を開催した。

美術展覧会については、登録団体を増やす
ことや、学校との連携を考え出展作品を増
やす。
出展料を徴収するのはどうか。
今、俳句がTVなどで人気がある。フェスタ
を通して、日本の文化を若い人につなげて
いける仲間作りの場を提供する。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

01 生涯学習・社会教育の推進

03 学校・家庭・地域の連携強化と、社会全体の教育力の向上

地域住民による学校・園の支援活動を通じて、学校と地域の連携の下で子どもたちの健や
かな育みを支えることのできる環境を整備します。

学校・家庭・地域が相互に連携し、協力し合うことにより、地域ぐるみで子ども
たちを育みます。

地域住民による学校・園の支援活動への延べ参加者数

500人 500人 550人 550人 600人

359人 - - - -

人権・地域教育課　

〇

50,000人 50,000人 55,000人 60,000人

50,968人 56,503人

地域と共にある学校づくりを推進するため
、継続して地域パートナーシップ事業を実
施している。
①地域学校協働活動：登下校時の見守り活
動や環境整備活動など地域や学校の実態に
応じた活動をすべての小中学校で実施。
②放課後こども教室：放課後の子どもたち
の居場所づくりを目的とし、学習活動や体
験活動をすべての小中学校で実施。
③地域未来塾：学習支援活動を１小学校・
６中学校で実施。

指標としているボランティア参加人数は目
標値を達成することができた。この補助金
がコミュニティ・スクールの導入を前提に
していることからも、導入に向け学校・地
域学校協働本部等への丁寧な説明が必要で
ある。

・５月９日と２３日に校長教頭を対象にパ
ートナーシップ事業の説明会を行った。
・８月３０日に学校管理職を対象にコミュ
ニティ・スクール導入に向けた研修会を開
催した。
・モデル校４校を選定し９月１３日にモデ
ル校の学校長に対して説明会を実施した。
その後学校訪問を繰り返し学校長と相談の
上、必要に応じて地域の方への説明を行っ
た。

0330

令和4年度 令和5年度
地域と共にある学校づくりを推進するため
、継続して地域パートナーシップ事業に取
り組んでいる。
①地域学校協働活動：登下校時の見守り、
清掃、部活動の支援など16小学校、6中学
校で実施
②放課後こども教室：放課後の空き教室を
活用し、様々な学習、居場所づくりなど８
小学校、２中学校で実施
③地域未来塾：経済的、家庭的な理由にと
もなう学習支援を１小学校、５中学校で実
施

地域学校協働活動において、地域住民の人
材確保や高齢化が依然、課題となっている
。今後、コミュニティースクールの設置に
向けた取り組みを進めていく必要がある。

R4年度において、コミュニティースクール
導入に向けた取り組みは情報収集にとどま
っていたが、R5年度には、学校への説明を
随時行い、導入準備を進めている。R6年度
以降、モデル校での事業スタートを目指し
ている。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

・地域未来塾の事業実施計画が令和６年度
分は小学校３校に増えたことなど、説明会
を実施したことが事業の充実の一助となっ
たと考える。
・４月２５日の学校運営協議会委員対象の
研修会開催を計画するなどコミュニティ・
スクール及びモデル校事業の実施に向け準
備を進めることができた。

B

コミュニティ・スクールは、うまく機能さ
せることが大切である。外部から新たに人
が入ってくると、教職員が警戒するなど難
しい面もあるので、パートナーシップ事業
で学校のことをよく分かっている地域の方
に委員として加わってもらうことで、コミ
ュニティ・スクールをうまく機能させるこ
とにもつながる。教職員の世代間の違いが
プラスに働く可能性もあるが、管理職と教
職員の考えに相違が出ることも想定し、事
業を進めることも必要である。

令和4年度 令和5年度

C

地域住民の人材確保が引き続き課題となっ
ている。コミュニティースクール導入に向
けた取り組みは現在進めているものの、R4
年度の評価は厳しいものと考える。

コミュニティスクール導入にむけて、重要
な役割を担うコーディネーターの研修や学
びの場が必要。また、ボランティアとコー
ディネーターの位置づけを明確にし、コー
ディネーターを育成していくための仕組み
が必要。

コミュニティスクールと一口に言っても、
色んなレベル（形態）があると思う。学校
長の学校運営方針を承認する程度のものか
ら、もっとハイレベルになると教職員の人
事にまで提言できるものまであるかと思う
が、レベルを上げていく際には、色んな方
面から検討して、できるだけ慎重にお願い
したい。

評価指標①に設定していた「地域住民によ
る学校・園の支援活動への延べ参加者数」
について、学校・園の支援活動の実態がよ
りわかる数値に変更した。R4より目標値を
変更する（評価指標②の欄に記載）。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

01 生涯学習・社会教育の推進

03 学校・家庭・地域の連携強化と、社会全体の教育力の向上

家庭教育に関する講座や研修を実施し、家庭での教育力を高めます｡また、保護者同士の
交流を通じ、子育て問題などで孤立する家庭がないように働きかけます。

孤立を防ぎ、悩みを共有することで不安の解消につなげ、家庭教育力を高めます
。

保護者同士の交流人数（延べ人数）

80人 100人 110人 120人 130人

51人 196人 37人

生涯学習課　

〇

家庭教育推進団体の協力のもと、幼稚園児
とその保護者などを対象に、身体や物を使
った遊び、保護者同士の交流会、講座を開
催した。のべ67回開催、保護者1,360人、
子ども1,442人が参加。
子育て世代の保護者を対象とした講演会を
１回開催。合計37名の参加。男性の子育て
への積極的な参加を推進する事業について
も継続して実施。

各講座とも参加いただいた方には好評であ
った。しかし、家庭教育力の全体的な向上
のため、今まで当講座に参加したことがな
い方への周知も必要であると考える。

各講座の市民への周知については、その方
法、時期などについて、団体と市との間の
連携を密にして行っている。橿原市公式ラ
インにも情報を掲載するなどより多くの人
へ情報を届けた。今後も随時、告知・周知
の効果を検証し、時代の変化に応じたより
効果的な方法・手段を探っていく。

0340

令和4年度 令和5年度
家庭教育推進団体の協力のもと、幼稚園児
とその保護者などを対象に、身体や物を使
った遊び、保護者同士の交流会、講座を開
催した。のべ71回開催、保護者975人、子
ども1,378人が参加。
子育て世代の保護者を対象とした講演会を
２回開催。合計196名の参加。男性の子育
てへの積極的な参加を推進する事業につい
ても継続して実施。

各講座とも参加いただいた方には好評であ
った。しかし家庭教育力の全体的な向上に
は今まで当事業に参加したことがないよう
な方へのアプローチが重要となる。また、
当講座の内容によっては参加者数が限られ
るものもあり、より多くの方に参加してい
ただくためには他の事業、例えば社会教育
推進事業なども活用して、家庭教育力向上
を図っていくことの検討も必要と考える。

他団体と連携し、家庭教育力向上を目的と
する研修会を実施した。また、各講座の市
民への周知については、その方法、時期な
どについて、団体と市との間の連携を密に
して行っている。今の子育て世代に適した
周知方法等を引き続き検討していく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

目標に対する実績値は、家庭教育講演会を
１回しか開催しなかったため、達成できな
かったが、参加者からは高評価を得た内容
であった。また、各種講座については、定
員を超える応募もあり、参加者が増加して
いるため。

B

県内ではバリバリ仕事をしていた人が、結
婚して家庭に入り力を持て余している。こ
のような人達は非常に活発に活動してくれ
る。この人たちの力は非常に大きく、この
人たちを核にして、いろいろイベントを行
うとスムーズにいくのではないか。

令和4年度 令和5年度

B

家庭教育支援講座について、コロナ禍で募
集人数を制限していたが、実績値は目標値
を上回った。育児、子育てに関する保護者
の関心の高さがうかがえ、子育て世帯の悩
みの解決に寄与したと思われる。

地域で同じ世代の子どもを持つお母さんの
集まりをネットワーク化したり、PTA活動
されていた人などは、多くの企画アイデア
を持っていたりするので、さらに活動して
もらえるよう育成するなどを考えてみても
いいのではないか。
全国的にみてPTAがなくなったり、今活動
している団体がなくなり、社会の変化とい
うものを踏まえながら、継続できるような
仕組みの準備が必要である。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

01 生涯学習・社会教育の推進

03 学校・家庭・地域の連携強化と、社会全体の教育力の向上

社会教育委員による積極的な建議・意見具申・助言を受けることで、住民や地域のニーズ
を反映した社会教育方針を作成します。

地域住民のニーズを反映した社会教育を推進します。

社会教育委員による意見具申・助言の回数

２回 ３回 ４回 ４回 ４回

２回 ３回 ４回

生涯学習課　

〇

１２名の社会教育委員により運営。
４月、７月、１０月、１月に社会教育委員
会議を開催し、R５年度社会教育方針の策
定や社会教育関係各課の事業内容、計画等
について助言をいただいた。
また各委員に対し、研修会への参加を促し
、参加者には社会教育委員会議の中で先進
地の取組み等、研修内容の説明をしていた
だき、情報共有を行った。

社会教育委員会議の運営において、各委員
の優れた知見や知識を十二分に活かしきれ
ていないと感じる。研修会への積極的な参
加や、自由闊達に意見交換できるような場
の創出が必要と考える。

令和７年の委嘱替えに向けて、社会教育委
員の構成を検討している。

0350

令和4年度 令和5年度
１４名の社会教育委員により運営。
４月、７月、１０月、１月に社会教育委員
会議を開催し、R4年度社会教育方針の策定
や社会教育関係各課の事業内容、計画等に
ついて助言をいただいた。
また各委員には研修会などにも参加いただ
き、学んでいただいた内容や参考となる他
市町村の取り組み事例など、社会教育委員
会議で情報共有を行った。

社会教育委員会議の運営において、各委員
の優れた知見や知識を十二分に活かしきれ
ていないと感じる。社会教育委員や職員が
共にスキルアップできるような研修の実施
や、自由闊達に意見交換できるような場の
創出が必要と考える。

各種研修会や大会に、社会教育委員と関係
職員も可能な限り参加し、研鑽には取り組
んでいる。学んだことや、また委員の知見
や知識を社会教育活動にフィードバックで
きるような仕組みづくりに努める。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

実績値は目標値に達している。しかし、社
会教育の方針も市民に対して十分に周知で
きているとは言い難い。

C

社会教育委員会議を年４回開催しているの
は、多いほうである。しかし、会議で何を
議論するかが重要である。これまでの団体
の代表が変わるだけで、委員を回していて
はマンネリ化するだけである。ぜひメンバ
ーを刷新して社会教育委員会議を盛り上げ
ていってほしい。

令和4年度 令和5年度

C

実績値は目標値に達した。スキルアップを
図る取り組みは行っているものの成果を出
すには至っていない。社会教育の方針も、
市民に対して十分に周知できているとはい
いがたい。

多くの市町村で補助団体の代表が社会教育
委員になってる場合が極めて多い。地域の
公的な社会教育とNPOや新しく出てきた社会
教育団体が縁遠く、行政とすれ違いが生じ
ている。新しい形で市民活動されていると
ころが繋がらないことや企業と繋がらない
のは社会教育の課題である。これまで行政
と縁のなかった人に社会教育委員になって
もらったり、生涯学習委員やパートナーシ
ップ、コミュニティスクールで活躍する人
になってもらったりするなどの改革が必要
である。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

01 生涯学習・社会教育の推進

03 学校・家庭・地域の連携強化と、社会全体の教育力の向上

年齢、性別、障がい等の有無を問わず、市民の誰もがスポーツを「する」「支える」「応
援する」など、様々なかたちでスポーツに関わることができるよう、市または関係団体等
が主催・共催するスポーツイベント（スポーツフェスティバル、スポーツ教室など）を開
催します。

市民がスポーツに関わることができるよう、市とスポーツ関係団体等が協力し、
スポーツイベントの充実を目指します。 

市主催等スポーツイベントの参加者数

ー 10,200人 11,800人 12,900人 13,200人

ー 9,673人 13,359人

スポーツ推進課　

〇

・新型コロナウイルスの5類移行に伴い、
バンビシャス奈良、県立医大、天理大、市
サッカー協会などの多くの関係団体と連携
協力し、昨年以上に多数のスポーツイベン
トを開催した。
・総合型地域スポーツクラブや市軟式野球
連盟と連携協力し、障がい者の方も参加可
能な「スポーツEXPO」を昨年以上の規模で
開催した。

財政面・マンパワーの不足により、市スポ
ーツ協会加盟全団体に対して平等に対応で
きておらず、一部の団体との取り組みにと
どまっている。

市内すべてのスポーツ協会加盟の団体に対
して、自主的に大会等を運営するよう継続
して促していく必要がある。

0355

令和4年度 令和5年度
・バンビシャス奈良、県立医大、天理大学、
市サッカー協会などの多数の関係団体と連携
協力し、新規スポーツイベントとして「U15
バスケットボールサマーキャンプ」「多世代
サッカー交流大会」「公立高校サッカー大会
」などを開催した。
・総合型地域スポーツクラブや市軟式野球連
盟と連携協力し、障がい者も参加可能な「ス
ポーツEXPO」を開催した。
・上記イベントに1600名以上の参加があり、
多くの市民にスポーツを「する」「支える」
「応援する」機会を提供することができた。

サッカー・バスケットボールの市内団体等
の競技力向上等につながったが、一方でそ
の他の市スポーツ協会加盟の約30競技団体
に対して、平等に対応するためには、財政
面・マンパワーの問題で困難である。

約30競技団体について、各団体が自主的に
大会等を運営するよう促す必要がある。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

多くの関係団体と連携協力し、数多くのス
ポーツイベントを開催することにより、「
市主催等スポーツイベントの参加者数」は
目標数値の約113%に引き上げることができ
た。

A

対象外

令和4年度 令和5年度

B

多くの関係団体と連携協力し、新規スポー
ツイベントを開催することによって、1600
名以上の参加者に対して、スポーツを「す
る」「支える」「応援する」機会の提供に
つながった。

対象外

コロナで３年半ぐらいできなかったことを
推進して頂けたらと思う。

令和4年度から事業計画を追加
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

02 文化・芸術の推進

01 施設の維持管理

万葉ホールは文化芸術活動を行うための拠点であり、「かしはら万葉ホール個別施設計画
」に基づき、年次的に長寿命化を実施し、効果的な施設管理を図るとともに魅力ある施設
運営を実施します。

文化芸術活動を実践しようとする市民や団体等に活動の場を提供します。

ロマントピアホールの利用可能日に対する利用日の割合

0% 20% 35% 40% 40%

0％ 22.6% 26.4%

生涯学習課　

〇

・令和５年度は前年度よりワクチン接種会
場の規模が縮小され、文化ホール部分の一
部分であるロマントピアホールは利用可能
となったが、他の貸室の一部は引き続きワ
クチン接種会場として利用された。

・ワクチン接種会場として休館が令和２年
３月から続いており、部分的に貸館を再開
したが、貸館を再開した部屋は限定されて
おり、万葉ホールの利用はコロナ前の利用
状況となっていない。
・本庁舎解体に伴い庁舎機能が万葉ホール
に移転され、貸室であった部屋が庁舎に改
修され、活動の場が縮小した。

・ホームページ等で利用可能な貸館の周知
を行い利用者の復帰を促す。
・Wi-Fiを整備し、利用者の利便性の向上
を行った。

0360

令和4年度 令和5年度
ワクチン接種会場の規模縮小に伴い、R5年
2月から、文化ホール部分の一部である、
ロマントピアホールについて貸館を再開し
た。ワクチン接種事業がいつ完了するか未
定ではあるが、他の貸室部分についても貸
館再開に向けた準備、整備を続けている。

感染拡大防止のための休館や、ワクチン接
種会場としての休館がR2年3月から断続的
に続いており、かしはら万葉ホールの利用
者離れが進行してしまっている。
また、貸館が再開できた場所も限定的であ
り、利用者ニーズには十分に応じることが
できていない。

ロマントピアホールの貸館再開にあたって
は、過去の利用者に対して再開案内を行っ
た。また、ホームページ等による周知も行
った。
ホール以外の部屋については、ワクチン接
種対策室と調整しながら、貸館再開に向け
た準備を進めている。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

万葉ホールはワクチン接種会場として施設
全体としての利用は制限されたが、ロマン
トピアホールの利用実績値は目標を下回っ
ており、目標達成には至らなかった。

C

市民向けという発想を転換して幅広く県外
からも利用者を受け入れる施設として活用
すべきである。多くの方に来ていただける
ようなイベントを企画できる企業とのタイ
アップを考えてはどうか。

令和4年度 令和5年度

C

ワクチン接種会場を含めた施設全体の適正
な維持管理には努めているが、「文化芸術
活動の場」の提供という観点からは、評価
は厳しいものにならざるを得ない。

かしはら万葉ホールを、各団体が個々に使
いたいということで利用するのではなく、
橿原市として運営協議会みたいなものを作
り、市民にどのように届けるかを文化団体
にも参画してもらい運営していったらどう
か。また、民間委託も考えてみてはどうか
、将来を見据えて考えていただきたい。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

02 文化・芸術の推進

02 文化ホール

万葉ホールにおいて、クラシックや伝統芸能などの公演や参加型イベントを実施し、子ど
もから大人まで、多くの人が芸術に触れる機会を提供します。

多様なジャンルの公演を行い、様々な芸術の鑑賞の機会を提供します。

入場可能な席数に対する入場者数の割合

0% 60% 65% 70% 70%

0% 100% 69.7%

生涯学習課　

〇

・文化芸術的に優れた公演事業を行い、市民
の文化レベルの向上を図った。
・令和５年度の自主公演事業は「音楽の絵本
プラスサンタwith弦うさぎ」、「50th
Anniversary JUST GUITAR JUST VOCAL
宇崎竜童
弾き語りライブ2024」、「タニケン&Dr.レオ
ン　謎解きミステリーライブ」の３公演を実
施し、多数の参加をいただいた。
・自主公演事業の「音楽の絵本　プラスサン
タwith弦うさぎ」は96.5％の座席が購入され
好評な公演となった。

・ワクチン接種事業終了後に自主事業公演
の調整を行っていたため、広報周知期間が
短くなり、集客が伸び悩んだ。

・ワクチン接種事業が終了し万葉ホール機
能の利用制限が解消されたため、多様なジ
ャンルの公演を実施する。公演の広報は従
前のポスター、チラシに加えSNS等を活用
する。
・新歌舞伎座と連携基本協定を締結し、万
葉ホールでは実施できない規模の舞台公演
の鑑賞の機会を創出した。

0370

令和4年度 令和5年度
R5年2月にロマントピアホール貸館を再開
したところであるが、2月18日には自主公
演事業として、宝くじ文化公演「ズーラシ
アンブラスwith大阪交響楽団」を開催する
ことができた。有効収容席数734席に対し
、１００％の販売であった。R4年度の自主
公演事業はこの1公演。

万葉ホール内での文化芸術活動の展開は物
理的に厳しい状況が続いている。展示ギャ
ラリーをはじめ、多目的ロビー等もワクチ
ン接種会場としての使用が続いている。

貸館が再開したロマントピアホールで実施
する事業について、R5年度事業であるが、
開催に向けた準備を進めている。万葉ホー
ル以外の場所での文化芸術推進事業は展開
できていない。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

・地域の人々による出演、展示に関する情
報発信も進めていただきたい。
・市主催以外のイベントの情報にも常にア
ンテナを張り、橿原市内に多くの人が来ら
れるタイミングでのチラシ配布などの広報
活動にも工夫して取り組んでいただきたい
。
・市民参加型のイベントとして、音楽祭の
ようなものを検討されてはどうか。

自主公演事業では多様なジャンルの公演を
行い、入場者数の割合は目標を上回る結果
となった。

B

本格的なホールと展示室で文化芸術を表現
できる場としてプロを呼ぶことも一案であ
る。また地域の人々にも本格的なホールと
展示室の場で自身が出演したり作品を展示
する喜びを味わってもらえるように情報発
信を行ってはどうか。情報発信は人口の多
い大阪に向けて行い、併せて名所とリンク
した観光プランで県外からの集客を目指し
てもよい。

令和4年度 令和5年度

B

自主公演事業は１００％の完売であった。
限定的ではあるが、自主公演事業や貸館も
一部再開させることができ、R3年度と比較
すると前進があった。

主催事業について、地域団体の芸術の発表
や成長というのも大切ですが、中央から一
定の評価のある人達を招いて橿原市民に提
供することは重要です。これらの人達と、
市民の活動団体とで市民の文化レベルを上
げていくのはどうか。また、子どもや女性
が参加できるような事業を市民企画で行う
など、橿原市が活性化するような事業を検
討していただきたい。

できるだけ市民の皆様が楽しんでもらえ、
文化芸術活動の推進に繋がるような企画を
、予算のこともあるが考えていただきたい
。

市の実施計画と整合性をとるため目標値①
を変更した。
R6:65%→70％
R7:65%→70％
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

02 文化・芸術の推進

03 こども科学館

科学の原理を楽しく体験しながら学ぶため、展示物の維持、自主イベントや実験の開催、
工作等により子どもたちの科学への興味を引き出します。

科学に興味を持ってもらえるよう、多くの方に入館してもらいます。

こども科学館入館者数

10,000人 42,000人 43,000人 43,000人 43,000人

8,993人 41,553人 52,728人

生涯学習課　

〇

・こどもたちが科学を学べる展示物、自主
イベント、実験の開催、ミニ工作等を実施
した。
・こどもの日イベント、特別巡回展「かる
たでよみとく　わたしと世界のつながり」
、関西文化の日イベントなどを実施し、こ
ども達の科学に対する好奇心を育てた。
・ワクチン集団接種が終了し、２階ギャラ
リーを遠足の昼食場所として利用を再開し
た。

・コズミックカレッジ(水ロケット教室)、
プログラミング教室など応募が多く、希望
者全員の受講が難しくすべての方の希望に
沿えない状況である。
・こども科学館の展示物の老朽化がみられ
る。

・より多くの方に受講いただけるよう、教
室等の開催の内容や方法、また開催回数を
増やすなどを検討する。
・こども科学館の展示物の更新を計画的に
進める。

0380

令和4年度 令和5年度
各イベントや実験の実施は、ほぼコロナ禍
以前の状態にまで回復させることができた
。こどもの日イベントや特別巡回展「金星
探査機『あかつき』」、関西文化の日イベ
ントなども計画通りに実施。また、子ども
たちにプログラミングを楽しみながら学ぶ
ことができる教室も開催した。

遠足等で科学館をご利用いただく際、昼食
場所の相談を受けることが多いが、現在昼
食場所として提供できるスペースがない。
コロナ禍以前に、昼食場所として開放して
いたスペースは現在ワクチン接種会場とし
て使用中である。
プログラミング教室などは応募が多く、希
望者全員の受講が難しい。

昼食場所の提供についてはお断りせざるを
得ない状況である。利便性向上のため、場
所の確保について検討する。
より多くの方に受講いただけるよう、教室
等の開催内容、方法について検討する。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

宇宙や科学は子どもだけではなく、大人も
興味がある人が多い分野だと思う。科学館
という特性を生かし、ＪＡＸＡ等と連携し
た事業を検討いただきたい。

各イベントなど、計画通り実施し入館者数
は前年度を上回ることができ、こども科学
館の入館者数の目標を達成できたと考える
。

A

予算化ができれば老朽化した施設の更新を
進めること。
スーパーサイエンスハイスクールの高校と
連携し、高校生の科学的な発想で運営の提
案を受けてはどうか。

令和4年度 令和5年度

A

安全対策を講じながら、入館者数をコロナ
禍以前の水準にまで回復させることができ
た。各イベントなどについても計画通りに
実施することができ、おおむね目標を達成
できたと考える。

この前の1日館長によるPR等、施設・企画
ともにいい試みを行っています。また、他
でも行っていますが、クラウドファンディ
ング等を利用し、施設の保存・活性化を考
えてみてはどうか。大学との連携や、実物
に触れたり体験できるような施設作りも重
要です。

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

02 文化・芸術の推進

04 図書館

市内転入者への図書館利用案内の配布、１歳6か月児健康診査時や小学生の図書館見学時
の図書館利用促進、SNSを活用した図書の紹介を積極的に行い、図書館の存在をアピール
します。

誰もが親しみの持てる魅力ある図書館を目指します。

新規利用登録者数（人）

1,400人 1,500人 1,600人 1,700人 1,800人

1,180人 2,400人 1,820人

図書館　

〇

・R5年度は新１年生だけを対象に登録勧奨
を行ったため、昨年度の新規登録者数を下
回った。（児童 R4 1,492人　R5
1,029人）
・SNSを活用した情報発信を積極的に行い
、図書館をアピールした。（Twitter発信
数346回 　いいね634　リツイート326）　

・登録率（総登録者数÷市人口）は年々減
少傾向にある。（R4 25.5％　R5 25.4%）
新規貸出者数をいかに増やすかが課題であ
る。

・市内転入者、1歳6か月健康診査対象者、
新小学校1年生等に登録勧奨を継続する。
・図書館利用の少ない若年層に働きかける
ために、Twitter等による情報発信を継続
する。
・図書館に足を運んでもらえるような講座
やイベントを開催する。

0390

令和4年度 令和5年度
・市内小学校の児童に図書館利用カードの
登録勧奨を行い、児童の新規登録者数を増
やすことができた。(児童R3　529人 R4
1,492人）
・Twitterによる情報発信を積極的に行っ
た。（発信数310回、いいね1202、リツイ
ート314）。

・未登録の小学生に登録勧奨を行い、多く
の新規登録者を獲得することができたが、
有効期限切れによる利用者の数減少が上回
り、総登録者数は減少した。有効期限切れ
にならないように、定期的に図書館を利用
してもらう必要がある。（総登録者数 R3
31,265人　R4　30,534人）

・市内転入者、1歳6か月健康診査対象者、
新小学1年生等に登録勧奨を行う。
・図書館利用の少ない若年層に働きかける
ために、Twitter等による情報発信を強化
していく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

図書館を実際に使用されている方のニーズ
や要望に沿った、図書館の運営や取り組み
ができるよう、継続したアンケートの実施
などを検討いただきたい。

目標値を上回ることができた。

A

SNSの年間346回の発信は立派だと思う。よく発信され
ていると感心した。人口分の総登録者数が減ってきて
いるということだが、これはもうある程度仕方がない
と思う。人口が減って高齢化していくと新規に来られ
た方を登録していただくということだが、そうは新規
は増えることもないため、その中でいろんな試みをさ
れていて、若年の乳幼児からヤングアダルト、あるい
は団体利用までといろんな取組に挑戦されていること
から、A評価は妥当である。
ネットで利用登録ができるとそこそこ利用率が上がる
のではないかと思う。できるだけ実際に訪問しなくて
もいいような形で、ネット利用というものは国会図書
館も含めて図書館の利用が結構進んでいるので、その
点も含めて工夫もできればと思う。A評価に異論なし
。

令和4年度 令和5年度

A

情報発信、登録勧奨等を積極的に行い、目
標を達成できた。

本を読むということは、ペーパーで文字を読む、図鑑を読む、絵
本を読む、絵本を見る、ネット（電子）で読む、オーディオで聴
く、朗読を聴くなど広く捉えることが重要。最近、高齢者のオー
ディオでの読書率が高くなってきている。そのことを踏まえて図
書館としてできることを考えていってほしい。
学校の図書室と市の図書館を連携し、どちらからでも検索できる
ように今後考えてほしい。
図書館内の案内（分類）を子どもがわかるような表示（絵など）
やPOPなどでカテゴリー別に種分けするようにしたほうがわかり
やすく、親しみがでる。
除籍した本を図書館前において「ご自由にお取りください」とし
て市民に還元している図書館をよく見かける。１年に一度でもい
いので、市民が利用している図書館前での還元を考えてほしい。
利用カード３年毎での更新であるが、５年毎の更新にすれば、総
登録者数の減少をふせぐことができるのではないか。また、小学
校１年生で登録すれば、６年生（卒業まで）延長にするなど、工
夫してください。

ぜひ自習室を検討して頂きたい。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

02 文化・芸術の推進

05 昆虫館

奈良県唯一の自然史系博物館として、昆虫を中心とした生物や自然、環境に関する情報を
提供します。命や自然の大切さを感じ学べる拠点施設としてイベント等を実施し、学習機
会の充実をはかります。

企画展等への来訪（集客）数増加を目指します。

企画展入館者数

40,000人 45,000人 50,000人 55,000人 60,000人

53,452人 77,333人 84,118人

昆虫館　

〇

特別展「やばすぎる！セミ展」では身近な
セミから世界の種まで展示解説し、自然科
学や生物多様性についての理解を広く啓発
した。他にも、民間企業のイベント等に参
加し、体験型ワークショップや展示などを
行い、昆虫館の周知や生涯学習の機会を提
供した。

開館より34年が経過し、市民が安心・安全
に昆虫館を利用いただくため、経年劣化が
進んでいる建築物の保全及び電気機械設備
の更新が必要である。また博物館としての
展示や情報の源であり、博物館施設の肝で
ある標本資料の整理が学芸員の人員不足の
ために遅れている。

施設の保全及び電気機械設備の更新、展示
のリニューアルなど効率的、計画的に進め
ていく。また、標本資料の整理は、体制の
充実を図り、管理運営業務を精査しつつ進
めていく。

0400

令和4年度 令和5年度
コロナ対策の人数制限に関してはHP等で周
知し、整理番号の配布等で対応した。また
子どもたちへの昆虫を含む生物への興味を
引き出すため、様々な企画展・特別展・イ
ベント等を実施し、SNSやホームぺージで
周知した結果、来館者数が目標値を大きく
上回った。

前年度と同様、新型コロナ感染拡大防止の
ための対策により、来場者の制限や、イベ
ントの人数制限を行う必要があった。また
一部のイベントを中止することがあった。

前年度と同様に、開館を午前と午後に分け
た二部制や、整理券配布等周知することに
より、来場者をスムーズに案内することが
できた。また引き続きHPやSNSを活用して
施設の状況や、展示の内容や最新の情報を
発信するようにし、来場者の利便性を高め
ることに注力していく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

なかなか他にはない施設なので、様々なと
ころと連携したイベントをするなど楽しん
でもらえる施設にしてもらいたい。

目標に対する実績値が大きく上回り、目標
を達成済みと判断し、評価した。

A

対象外

令和4年度 令和5年度

A

目標に対する実績値が大きく上回り、感染
症対策をしながらも、企画展や観察会、他
イベントの出展による周知等を行った効果
があり、生涯学習の拠点としての充実がは
かれたと判断し、評価した。

対象外

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

03 文化財を活用した教育の推進

01 文化財を活用した学校教育の推進

歴史に憩う橿原市博物館において、対話型の解説に加えて土器等のハンズオン体験や接合
体験、新沢千塚古墳群での体感学習を通した校外学習を行います。また、学校等に出張し
て、土器等を用いた出前授業を行います。学校と連携し、積極的に情報発信をして利用を
呼び掛けることで、児童生徒が歴史を知識として知るだけではなく、実際の経験に基づく
「体験を通した主体的・対話的で深い学び」を実践できるように支援します。

児童生徒が歴史に関する体験型学習を経験できる機会を増やします。

小中学校の校外学習及び出前講座の利用件数

10件 11件 13件 15件 17件

4件 9件 7件

文化財保存活用課　

〇

・学校教育との連携を基に、歴史を身近に体
験する古墳見学などを通して、アクティブラ
ーニングに対応した歴史学習を実施（小学校
：4年生・1件、6年生・5件 中学校2年生・1
件）し、歴史教育を推進した。
・環境教育や福祉教育の体験学習では、「な
ぜ」という問いかけをキーワードに、生徒の
意見を聞き、共有する手段を用いて、博物館
の収蔵資料のハンズオン体験や、新沢千塚古
墳群を活用した体験学習を行い、学校教育に
おける博物館の活用を推進した。

カリキュラム上、学校教育での博物館利用
が、小学校6年生に偏っているため、他学
年の利用を促す必要がある。

学校からの問い合わせや、事前打ち合わせ
時に、授業内容にあった教育プログラムの
提案をし、それぞれの学校のカリキュラム
にあった博物館活用の方法を具体的に伝え
る。
また、各学年のカリキュラムにあった校外
学習の具体例をHPやSNS等で公開すること
で、多様な校外学習の場であることを周知
する。

0410

令和4年度 令和5年度
・学校教育との連携による教育プログラムの周知
の結果、学校毎のカリキュラムに即したアクティ
ブラーニングを取り入れた歴史学習を実施（6年
生・4件）し、生徒の日常体験を歴史への理解に
取り込んだ歴史教育を推進した。
・環境教育や福祉教育、地域の歴史学習（2年生
・1件、3年生・1件、4年生・2件、5年生・1件）
で、博物館の収蔵資料や新沢千塚古墳群を活用し
、学校教育における博物館の多様な利用を推進し
た。
・SNSや動画、ホームページの連携によって展覧
会の準備や講演会の様子を情報発信することで、
視聴者に展覧会への興味を深める効果が得られた
。

学校教育での利用をさらに拡大するために
、授業での博物館の様々な活用方法につい
て周知する必要がある。

学校からの問い合わせや、事前打ち合わせ
時に、フォローアップや出前授業も可能で
あることを、これまでの実績を具体的に伝
えながら、それぞれの学校の授業にあった
博物館の活用を提案する。

95



 

 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

校外学習の件数は減っているものの、アク
ティブラーニングを取り入れた校外学習は
、歴史教育の導入として、先生の評価は高
く、生徒からの手紙でも校外学習がとても
良かったとの感想が非常に多いことから、
目標達成に近いと評価した。

B

対象外

令和4年度 令和5年度

B

小中学校の校外学習や出前授業の利用は、
新たな博物館利用校もあったものの、新型
コロナウイルス感染症の影響もあり、目標
値の11件に対し、9件の実績となった。利
用校からは学習内容を高く評価されており
、目標達成に近いと判断し、評価した。

対象外

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

03 文化財を活用した教育の推進

02 文化財を活用した生涯学習

市民が等しく学び、楽しむことができるように、歴史に憩う橿原市博物館が保有する文化
財等の資産を活用した展覧会や啓発活動、イベント等を開催します。また、より多くの市
民が、様々な方法で橿原市の歴史や文化に対する興味を持ち、理解と愛着を深められるよ
うに、地域への講師派遣を推進します。

橿原市の歴史や文化に親しみ、学ぶことのできる機会を増やします。

博物館利用者数

10,000人 10,000人 11,000人 11,000人 11,000人

2,998人 5,278人 4,922人

文化財保存活用課　

〇

地域への講師派遣回数

10回 10回 12回 12回 12回

17回 27回 31回

・市民の歴史への理解と興味を深めるため、展覧会
とテーマに沿った講演会を各3回実施し、新たに資料
に触れて楽しむユニバーサル展示も実施した。また
動画配信は3本で総視聴数が863回あった。
・市内外の小・中・高・大学や地域の団体などへの
講師派遣を31回実施し、橿原市の歴史や文化を学ぶ
機会を十分に提供した。
・ワークショップを年3回開催し75名が参加した。そ
の結果、体験を通して橿原の歴史を楽しく学べる魅
力ある博物館としての魅力ある活動とその周知につ
ながった。
・他機関のワークショップへの参加2回914名、他機
関と連携したイベントでは1回9名の参加があり、橿
原市の歴史や文化財の素晴らしさを体感する機会を
提供した。

・博物館の利用を促進するために、市民が
橿原市の歴史や文化に興味を持ち、楽しく
学ぶことができる啓発活動が必要である。
・博物館利用者が横ばいになっており、集
客方法の検証と見直しが必要である。
・多分野の機関と連携を図ったイベントを
開催するなどの集客方法を検討していく必
要がある。

・橿原市民に対する啓発活動を行い、市民自身が
市の歴史や文化に興味を持ち楽しく学ぶ機会を作
る。
・従来の集客方法や情報発信について、アクセス
数の多い他施設のHPやSNS配信内容を研究し、そ
の結果を従来の当館のHP、SNSの見直しと今後の
公開方法及び内容に反映させ、新たな閲覧者の獲
得と来館者の増加につなげる。
・自主事業のイベントを増やし、他機関との連携
イベントを開催する他、他機関へのワークショッ
プに参加し、当博物館の魅力を利用者に伝える。
・ユニバーサルミュージアムの取り組みを継続、
発展させ、多様な来館者が楽しく学べる施設を目
指す。

0420

令和4年度 令和5年度
・市民の歴史への理解をより深めるため、年
間3回の展覧会と博学連携企画展を開催し、展
覧会のテーマに沿った講演会を2回実施した。
また、講演会や博物館の取り組みの様子を配
信した動画は4本で総視聴数が640回あった。
・講師派遣は27回と、当初の目標値を大きく
超え、橿原市の歴史や文化への学びの機会を
十分に提供した。
・民間宿泊施設等と連携した体験ツアーは45
回103名、ワークショップは4回の開催で総計2
,968名の参加があり、歴史や文化財のすばら
しさを学ぶ機会を十分に提供した。

・博物館の利用を促進するために、市民が
橿原市の歴史や文化を楽しく学ぶことがで
きる啓発活動が必要である。課題として、
博物館の利用者が目標値の半分にとどまっ
ており、集客方法を検討する必要がある。

・市民が橿原市の歴史や文化を身近なもの
として実感できるイベントを積極的に開催
する他、他機関との連携を促進する。
・イベントのチラシ等の事前広報を早期に
実施していく。
・説明中心の動画から、市民が思わず体験
したくなる、分かりやすく楽しい動画に変
更する。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

世界に誇る文化遺産や、古事記・日本書紀
にまつわる橿原の話など、郷土愛をはぐく
む取り組みを引き続きお願いしたい。

評価指標の1つである博物館利用者数は、
減少傾向であるが、他機関とのイベントの
開催数や講師派遣数は増加しており、博物
館の周知の機会が増加した。また新たな事
業として先進的なユニバーサル展示を行い
、博物館の価値を高める取り組みを行って
いるため。

B

対象外

令和4年度 令和5年度

B

評価指標の1つである博物館利用者数は、
目標値の半分であるが、新型コロナウイル
ス感染症拡大以前の利用者数の約8割まで
近づいており、体験型ツアーやワークショ
ップなどの啓発活動も順調であるため。

対象外

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

03 文化財を活用した教育の推進

02 文化財を活用した生涯学習

市内には藤原京跡をはじめとする多くの埋蔵文化財（遺跡）が分布しており、土木建築行
為等に係る遺跡の保護に関する協議や試掘調査、工事への立会い、埋蔵文化財の諸申請等
を行います。保護が図れない場合は、発掘調査を実施し、本市の貴重な埋蔵文化財の記録
を作成します。発掘調査の記録や出土した遺物については、報告書や年報として資料化す
るとともに、奈良文化財研究所のホームページ「全国遺跡報告総覧」
に登載して広く公開を図ります。

埋蔵文化財（遺跡）の保護に努めます。また、発掘調査による出土資料を整理し
、報告書・年報にまとめることで埋蔵文化財（遺跡）に関する情報発信を行いま
す。

報告書・年報の公開件数

2件 3件 1件 2件 3件

2件 3件 3件

文化財保存活用課　

〇

・年間459件の埋蔵文化財関連申請の事務
手続きと現地対応を行い、遺跡の保護に努
めた。
・『令和４年度橿原市文化財調査年報』、
『橿原市埋蔵文化財調査報告第２０冊 曲
川遺跡Ⅱ』、『橿原市埋蔵文化財調査報告
第２１冊 十市蔵場遺跡』を刊行・配布し
、橿原市の文化財の調査成果を広く公開し
た。
・上記書籍を『全国遺跡報告総覧』HP上で
も公開して広く情報発信を行った。

・文化財保護に対する市民の関心と理解を
、より一層高める必要がある。

・発掘調査速報等の文化財に関する情報を
インターネットや広報を活用して発信する
ことで、市民が文化財に触れる機会を増や
し文化財保護への意識の育成を行う。また
、インターネットを活用した文化財情報の
発信については、新たな方法を開拓する。

0430

令和4年度 令和5年度
・年間461件の埋蔵文化財関連申請の事務
手続きと現地対応を行い、遺跡の保護に努
めた。
・『令和３年度橿原市文化財調査年報』、
『橿原市埋蔵文化財調査報告第1８冊 新堂
遺跡Ⅵ』、『橿原市埋蔵文化財調査報告第
1９冊 新堂遺跡Ⅶ』を刊行・配布し、橿原
市の文化財の調査成果を広く公開した。
・上記書籍を『全国遺跡報告総覧』HP上で
も公開して広く情報発信を行った。

・文化財保護に対する市民の関心と理解を
、より一層高める必要がある。

・発掘調査速報等の文化財に関する情報を
インターネットや広報を活用して発信する
ことで、市民が文化財に触れる機会を増や
し文化財保護への意識の育成を行う。また
、橿原市ホームページのリニューアルをう
けて、ホームページ上での情報発信内容を
更新する。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

評価指標の目標値に対する実績値を達成し
、埋蔵文化財の保護と情報発信を行うこと
が出来た。

A

対象外

令和4年度 令和5年度

A

評価指標の目標値に対する実績値を達成し
、埋蔵文化財の保護と情報発信を行うこと
が出来た。

対象外

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

03 文化財を活用した教育の推進

02 文化財を活用した生涯学習

建造物や美術工芸品、古文書など、様々な文化財を橿原市指定文化財に指定し、保存に努
めます。また、発掘調査等の調査研究の成果や文化財を保存するための取組みを広報や市
のホームページ等で紹介します。

橿原市の歴史を物語る様々な文化財の価値や保存のための取組みを発信し、文化
財への理解と愛着を深めます。

ホームページの閲覧件数

200件 400件 600件 800件 1000件

103件 274件 889件

文化財保存活用課　

〇

・文化財審議会を開催し、「沼山古墳」を
市指定文化財に指定する手続きを進めた。
・広報かしはら11月号に文化財特集「新沢
千塚221号墳」を掲載し、市民に対して広
く文化財情報を発信した。
・企業版ふるさと納税「マイ文化財」プロ
ジェクトの実施を通じて、文化財の調査研
究、保存に取り組んだ。
・本薬師寺跡範囲確認調査をはじめとする
発掘調査の成果や「マイ文化財」プロジェ
クトの実施成果についてホームページで情
報発信を行った。

・今年度実施した本薬師寺跡発掘調査成果
の発信が好評を得て市HPの閲覧数を伸ばす
ことができたが、ほかの文化財についての
情報も理解を深めてもらうため継続して閲
覧数を確保する取り組みが必要である。
・そのための手段としてSNSの活用といっ
た情報発信の方法を増やす必要がある。
・企業版ふるさと納税「マイ文化財」プロ
ジェクトの周知を進めるとともに、これま
での実施成果についても広く情報発信する
必要がある。
・発掘調査や調査研究等の魅力的な文化財
情報を、定期的にインターネットを介して
積極的に発信する。
・寄付金の使途を企業に理解してもらいプ
ロジェクトを発展させるために、連携する
他課とともに企業版ふるさと納税「マイ文
化財」プロジェクトの活動成果を積極的に
情報発信する。
・情報発信の方法として、従来使用してき
たホームページに加えて、SNSの利用も進
めていく。

0440

令和4年度 令和5年度
・文化財審議会を開催し、令和5年度以降に
おける市指定文化財の追加指定について調整
を行った。
・広報かしはら11月号に文化財特集「名勝　
大和三山」を掲載し、市民に対して広く文化
財情報を発信した。
・企業版ふるさと納税「マイ文化財」プロジ
ェクトの実施を通じて、文化財の調査研究、
保存に取り組んだ。
・発掘調査の成果および調査報告書の刊行、
「マイ文化財」プロジェクトの実施成果につ
いてホームページで情報発信を行った。

・情報発信の成果として、市ホームページ
の閲覧数を増やす取り組みが必要である。
・情報発信の方法を増やす必要がある。
・企業版ふるさと納税「マイ文化財」プロ
ジェクトの周知を進めるとともに、これま
での実施成果についても広く情報発信する
必要がある。

・発掘調査や調査研究等の魅力的な文化財
情報を、月間１回以上ホームページで積極
的に発信する。
・寄付金の使途を企業に理解してもらいプ
ロジェクトを発展させるために、連携する
他課とともに企業版ふるさと納税「マイ文
化財」プロジェクトの活動成果を積極的に
情報発信する。
・情報発信の方法として、従来使用してき
たホームページに加えて、ＳＮＳの利用も
進めていく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

ホームページ閲覧数は本薬師寺跡発掘調査
成果の公開および現地見学会情報の発信に
よって大幅に伸び、目標を達成したため、
評価した。

A

対象外

令和4年度 令和5年度

B

ホームページ閲覧数については目標の７割
程度であったが、件数は前年度よりも大き
く伸びており、目標達成に近いと判断して
いる。年度末に行われた市ホームページの
リニューアルにより、今後さらに情報発信
を充実させる予定である。

対象外

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

04 今井町の伝統的町並みを活かした歴史・文化の啓発

01 学びを通して郷土への誇りや愛着をはぐくむ

今井町の伝統的な町並みの価値や魅力を正しく知ってもらうため、ＳＮＳを活用し、今井
町の歴史や文化等についての情報を発信します。

今井町が本市の貴重な歴史的遺産であることを広く知ってもらうことで、今井町
の町並みの維持継承に繋げます。

ＳＮＳの閲覧件数（月平均）

５００件 ５５０件 ６００件 ６５０件 ７００件

６３８件 ４７２件 ３６６件

今井町並保存整備事務所　

〇

・SNS(Facebook)を活用し、今井町の町並
み保存の取り組み状況やイベント情報等に
ついての情報発信を毎月１回程度実施した
。
・１月当たりの平均閲覧件数が３６６件あ
り、数多くの方々に今井町の町並み保存の
取り組み内容等を知ってもらうことができ
た。

近年、SNS(Facebook)による情報発信を行
っても、特定の者による閲覧に限られ、閲
覧数も減少傾向にある。

・発信方法の見直しを行い、現在の発信方
法SNS（Facebook)だけでなく、ライン（LI
NE)、Ｘ（旧ツイッター)、インスタグラム
（Instagram)等の発信方法を取り入れる。
・閲覧件数が多かった発信内容について検
証を行い、閲覧者数の増加に繋げる。

0450

令和4年度 令和5年度
Instagramでの発信方法も検討したが、近
年では発信方法も多種多様なため実施に至
らず、SNS(Facebook)を活用し、今井町の
町並み保存の取り組みやイベント紹介等に
ついての情報を毎月１回程度発信した。一
月当たりの平均閲覧件数が４７２件あり、
数多くの方に今井町の町並み保存の取り組
み内容等を知ってもらうことができた。

今井町の町並み保存の取り組み等について
知ってもらうことができたが、近年、閲覧
者が特定されてきており、他の媒体を活用
する等、不特定多数が閲覧できる情報発信
方法の検討が必要となる。

想定以上にSNS(Facebook)の利用者が伸び
悩んでいることもあるため、時代のニーズ
に対応したInstagramやLINE等の発信方法
を取り入れていく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

実績値として、毎月のSNS(Facebook)によ
る一月当たりの平均閲覧件数が３６６件と
目標値である６００件を大幅に下回った。
これについては、発信方法や発信内容等に
おいて再検討する必要があると考えＣ評価
とした。

C

対象外

令和4年度 令和5年度

B

実績値として、毎月のSNS(Facebook)によ
る一月当たりの平均閲覧件数が４７２件と
目標値である５５０件を下回った。これら
は発信内容に問題があるとは考えづらく、
発信方法に問題があると考えられることか
ら、Ｂ評価とした。

対象外

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

04 今井町の伝統的町並みを活かした歴史・文化の啓発

01 学びを通して郷土への誇りや愛着をはぐくむ

次世代を担う児童生徒に対して今井町への社会見学を積極的に啓発し、実際に今井町の町
並みを見学してもらうことにより、その価値や魅力を知ってもらえる取組みを実施します
。

市内の児童生徒に今井町の歴史的町並みを見学してもらうことで、郷土への誇り
や愛着をはぐくみます。

社会見学の受入れ件数

１件 ２件 ３件 ４件 ５件

０件 ２件 ２件

今井町並保存整備事務所　

〇

「今井町を再来訪したい」と回答した割合（アンケート）

- 80% 80% 80% 80%

- 90% 100％

白橿南小学校３年生（約２０名）や耳成小
学校６年生（約７０名）の児童に対し、各
学年に応じた説明資料等を作成したうえで
社会見学の受け入れを行った。これにより
、今井町の町並みの価値や魅力について知
ってもらうことができた。

受け入れ件数が昨年度同様の２件であり、
目標値である３件を下回っている。

市内小学校に社会見学の取り組み状況等を
PRし幅広く周知していくことや、また、教
育委員会とも連携して営業活動も積極的に
行っていくことで受け入れ件数の増加に繋
げる。

0460

令和4年度 令和5年度
今井小学校３年生（約３０名）や耳成小学
校６年生（約７０名）の児童に対し、社会
見学の受け入れを行った。これにより、今
井町の町並みの価値や魅力について知って
もらうことができた。

小学３年生と６年生の児童とでは、理解力
や思考力等に差異があるため、各学年に応
じた説明内容、説明手法を取り入れる必要
がある。

学校教育課から社会見学については、小学
３年生から５年生までの学習に相応しいと
聞いており、今後はそれらの児童を対象に
受け入れを進めていく。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

橿原市の子どもたちが大人になったときに
、市内の文化財についてある程度説明でき
るよう、市内にある文化財などの歴史遺産
について、学校教育の中でどのように学び
、伝えていくのかを教育委員会とも連携を
していただきたい。

目標値である、社会見学の受け入れ件数３
件を少し下回る２件であったが、アンケー
ト調査結果では、今井町を再来訪したいと
回答した児童が１００％であり、今井町の
町並みに興味を持ってもらうことができた
と判断しＢ評価とした。

B

対象外

令和4年度 令和5年度

A

目標値である、社会見学の受け入れ件数２
件を達成することができた。また、アンケ
ート調査結果では、今井町を再来訪したい
と回答した児童が大半を占めており、今井
町の町並みに興味を持ってもらうことがで
きたと判断し、Ａ評価とした。

対象外

・総合評価判定理由に記載しているアンケート結果も
、評価指標に入れてはどうか。
・評価指標①の実績が2件だが、その他にもボランティ
アガイドを通じた社会見学があったなら、取組み状況
などに分かるように書いて、もっとたくさん来て頂い
ているということを、しっかり示してもいい。
・営業活動も積極的に検討すればどうか。広くPRする
のはなかなか難しいかもしれないが、毎年ターゲット
を絞ってしっかり営業活動するのも、一つの方法だと
思う。
・橿原市が持っている子どもたちにPRできる施設（科
学館と昆虫館）も合わせて見学できるようなこともど
うか。他課と連携しながらやれることもあると思う。

評価指標②追加
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取組み状況 

 

（前年度の委員等

コメントを踏まえ

た対応も記載） 

 

▶ 

 

課題 

 

▶ 

 

課題への 

対応方針 

 

▶ 

 

担当課 ：   

市長の評価 教育委員会の評価 

  

事 業 計 画 

（No.       ） 

 

 

 

 

 

目 標  

評 価 指 標 ①  

目 標 値 ① 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ①      

評 価 指 標 ②  

目 標 値 ② 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

     

実 績 値 ②      

 

 

評価シート 

Ⅱ生涯学習・社会教育

04 今井町の伝統的町並みを活かした歴史・文化の啓発

01 学びを通して郷土への誇りや愛着をはぐくむ

市のホームページ等により出前講座の開催を幅広く周知するとともに、児童生徒に対して
出前講座を行うことで、今井町の町並みの価値や魅力を正しく伝え、興味を持ってもらえ
る取組みを実施します。

今井町の町並みの価値や魅力を正しく伝え、興味を持ってもらうことで来訪を促
し、今井町の歴史や文化の啓発に努めます。

出前講座の実施回数

２回 ３回 ４回 ５回 ６回

２回 ３回 ４回

今井町並保存整備事務所　

〇

・今井町の町並み保存についての出前講座
を４回実施し、畿央大学（約８０名）や奈
良県医師会看護専門学校１年生（４３名）
、奈良県立高等技術専門学校（１５名）の
学生、また、奈良文化財研究所（２６名）
の研修生に対し、町並みの価値や魅力を発
信した。
・講義後の感想によると、町並み保存に対
して興味を持ってもらうことにより来訪を
促す効果があることが分かった。

講座回数の増加には更なる周知が必要であ
るが、市ホームページのみでの発信では周
知できる範囲に限界がある。

出前講座の開催については、市ホームペー
ジの周知だけでは限界があるため、他の発
信方法（FacebookやＸ[旧ツイッター]）等
の発信情報を取り入れていく。また、出前
講座の開催を周知するため各見学施設等に
案内ポスターを掲示する。

0470

令和4年度 令和5年度
畿央大学（約７０名）や奈良県医師会看護
専門学校（約４０名）、東京建築カレッジ
（約３０名）の学生たちに合わせた内容の
講義を実施し、町並みの価値や魅力を発信
した。

町並み保存については興味を持ってもらい
、講義後の感想等によると来訪を促す効果
があったので、講座回数を増加させる必要
があるが、市ホームページだけでは周知に
限界がある。

出前講座の開催については市ホームページ
の周知だけでは限界があるため、他の発信
方法（InstagramやLINE）等の発信情報を
取り入れていく。また、出前講座の開催を
周知するため各見学施設等に案内ポスター
を掲示する。
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 評価指標①  評価指標② 

 

 

  

 

 

  

    

総合評価 

 

▶ 

 

総合評価 

判定理由 

 

▶ 

 

学識経験者の 

コメント 

 

▶ 

 

総合教育会議

委員のコメント 

 

▶ 

 

備考 

 

▶ 

 

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。

実績値として、出前講座を４回実施し目標
値を達成することができた。これにより、
町並み保存について興味を持ってもらい来
訪を促す効果があったと判断しＡ評価とし
た。

A

対象外

令和4年度 令和5年度

A

実績値として、出前講座の回数３回を実施
し、目標値を達成することができた。これ
により、町並み保存について興味を持って
もらい、来訪を促す効果があったと判断し
、評価した。

対象外

引き続き、目標達成に向け取り組んでいく
こと。
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